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優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

第１部 本ガイドラインについて 
 

第１章 本ガイドラインの目的 

 

１ 本ガイドラインの目的 

 

平成 20 年 6 月 25 日に、東京都議会において全会一致で都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例（平成 12 年東京都条例 215 号。通称「環境確保条例」。以下「条例」

という。）の改正が可決され、大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と排出量

取引制度（通称「総量削減義務と排出量取引制度」。以下「本制度」という。）の導入が

決定した。 

本制度では、特定地球温暖化対策事業所が、地球温暖化の対策の推進の程度が特に優

れた事業所（優良特定地球温暖化対策事業所）として知事が定めた基準に適合したとき

は、当該対象事業所の削減義務率を地球温暖化の対策の推進の程度に応じて軽減するも

のとしている。 

したがって、優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準は、地球温暖化対策の取組が

特に優れていることを公正かつ客観的に判定できるものであることが重要である。 

本ガイドラインは、優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準における各評価項目の

取組状況の把握方法に関する指針であり、また、優良特定地球温暖化対策事業所の認定

に係る手続き、地球温暖化対策推進状況評価書の作成方法について、事業者側の視点か

ら、認定申請の手順、登録検証機関の検証ポイントを記載し、もって本制度の実効性及

び信頼性を高めることを目的とする。 

 

２ 本ガイドラインの位置づけと構成 

 

（１） 本ガイドラインの位置づけ 

事業所の種類には、規則第 4 条の 16 の表に掲げるとおり、第一区分事業所と第二区

分事業所がある。 

第一区分事業所に属する事業所の主な用途等は、事務所、百貨店、ホテル、学校、

病院及び熱供給事業所等であり、第二区分事業所に属する事業所の主な用途等は、工

場、浄水場、下水処理場等である。 

優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準には、第一区分事業所に対するものと第

二区分事業所に対するものの 2 種類があり、本ガイドラインは、優良特定地球温暖化

対策事業所の認定基準（第二区分事業所）（以下「認定基準」という。）別表第２の取

組状況の程度の欄に掲げる選択肢の選択及び評価点の算定に用いる数量の把握につい

て、詳細な方法と検証の考え方を記載したものである。 
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（２） 本ガイドラインの構成 

本ガイドラインは、第１部から第４部で構成する。 

第１部は、本ガイドラインの目的について示す。 

第２部は、優良特定地球温暖化対策事業所の認定の申請に係る手続き、認定後の報

告、用途、規模等に変更があったときの対応等について示す。 

第３部は、地球温暖化対策推進状況評価書の作り方、地球温暖化対策推進状況評価

ツールの使い方、認定基準の各評価項目に関する概要及び特徴、評価のポイント等に

ついて示す。 

第４部は、優良特定地球温暖化対策事業所の公表について示す。 

第１部、第２部及び第４部については、第一区分事業所と第二区分事業所に対して

基本的には共通であるが、第３部については、事業所の区分によって内容が異なるの

で注意が必要である。 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（削減義務率） 

条例第五条の十二 削減義務率は、各削減計画期間ごとに、専門的知識を有する者の意

見を聴いて、事業所の特性を勘案して規則で定める区分ごとに規則で定めるものとす

る。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 

 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（削減義務率） 

規則第四条の十六 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成二

十二年度から始まる削減計画期間における削減義務率は、次の表の上欄に掲げる事業所

の種類に応じ、当該下欄に掲げる割合とする。 

事業所の種類 割合 

一 第一区分事業所（主たる用途が次

に掲げる用途又はこれらに類する用

途で構成される事業所及び熱供給事

業所をいう。以下同じ。） 

ア 事務所（試験、研究、設計又は

開発のためのものを含む。）又は営

業所 

(一) 次に掲げる事業所 

ア 熱供給事業所 

イ 熱供給事業所以外で、知事が

別に定める基準となる期間に

おける他人から供給された熱

に係る原油換算エネルギー使

用量の、当該期間における全て

の燃料等に係る原油換算エネ

百分の八 

イ 官公庁の庁舎 
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ウ 百貨店、飲食店その他の店舗 ルギー使用量に占める割合が

平均で二割未満であるもの（以

下「自己熱源事業所」という。） 

エ 旅館、ホテルその他の宿泊施設 (二) (一)以外のもの 百分の六 

オ 学校その他の教育施設   

カ 病院その他の医療施設   

キ 社会福祉施設   

ク 情報通信施設   

ケ 美術館、博物館又は図書館   

コ 展示場   

サ 集会場又は会議場   

シ 結婚式場又は宴会場   

ス 映画館、劇場又は観覧場   

セ 遊技場   

ソ 体育館、競技場、水泳プールそ

の他の運動施設 

  

タ 公衆浴場又は温泉保養施設   

チ 遊園地、動物園、植物園又は水

族館 

  

ツ 競馬場、競輪場、小型自動車競

走場又はモーターボート競走場 

  

テ 倉庫（冷凍倉庫又は冷蔵倉庫を

含む。） 

  

ト トラックターミナル   

ナ 刑務所又は拘置所   

ニ 斎場 

ヌ 駐車場 

  

二 第二区分事業所（一以外の事業所をいう。以下同じ。） 百分の六 

 

２ 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成二十七年度から始

まる削減計画期間における削減義務率（以下「第二期削減義務率」という。）は、次の

表の上欄に掲げる事業所の種類に応じ、平成二十六年度までに特定地球温暖化対策事業

所に該当した事業所（以下「第一期該当事業所」という。）にあっては当該中欄に掲げ

る割合、平成二十七年度以後に特定地球温暖化対策事業所に該当した事業所にあっては

当該下欄に掲げる割合とする。 
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事務所の種類 割合一 割合二 

一 第一区分事業所 (一) 次に掲げる事業所 

 ア 熱供給事業所 

  イ 自己熱源事業所 

百分の十

七 

百分の八 

 (二) (一)以外のもの 百分の十

五 

百分の六 

二 第二区分事業所 

 

百分の十

五 

 

百分の六 

 

３ 前項の規定にかかわらず、第一期該当事業所のうち、次の表の上欄に掲げる事業所の

種類に該当するものの第二期削減義務率は、同欄に掲げる事業所の種類に応じ、前項の

表上欄に掲げる事業所の種類に応じた当該中欄に掲げる割合から、次の表の下欄に掲げ

る割合を減じて得た割合とする。 

 

事業所の種類 割合 

一 特定地球温暖化対策事業所のうち、その主たる需要設備（電気事業法施

行令（昭和四十年政令第二百六号）第九条の表に規定する需要設備をいう。

以下同じ。）が次に掲げる規定に規定する需要設備で構成されるもの 

ア 使用最大電力の制限に係る経済産業大臣が指定する地域、期間等（平

成二十三年経済産業省告示第百二十六号。以下この項において「告示」

という。）第五条第一項第一号ア 

イ 告示第五条第一項第一号イ 

ウ 告示第五条第一項第二号ア（需要変動の率が十パーセント未満の需要

設備に係る部分に限る。） 

百分の四 

二 特定地球温暖化対策事業所のうち、その主たる需要設備が次に掲げる規

定に規定する需要設備で構成されるもの。ただし、ア及びオにあっては、

東京都が当該特定地球温暖化対策事業所に係る特定地球温暖化対策事業者

である場合を除く。 

ア 告示第五条第一項第一号エ 

イ 告示第五条第一項第一号キ 

ウ 告示第五条第一項第二号ア（需要変動の率が十パーセント以上十五パ

ーセント未満の需要設備に係る部分に限る。） 

エ 告示第五条第一項第二号エ 

オ 告示第五条第一項第二号オ 

カ 告示第五条第一項第二号カ 

百分の二 
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キ 告示第五条第一項第二号キ 

ク 告示第五条第一項第二号ク 

 

〔平成二十七年四月一日施行〕 

 

４ 条例第五条の十二に規定する規則で定める区分ごとに定める平成三十二年度から始まる

削減計画期間における削減義務率（以下「第三期削減義務率」という。）は、次の表の上

欄に掲げる事業所の種類に応じ、第一期該当事業所にあっては当該中欄に掲げる割合、平

成二十七年度以後に特定地球温暖化対策事業所に該当した事業所にあっては当該下欄に掲

げる割合とする。 

 

事業所の種類 割合一 割合二 

一 第一区分事業所 ㈠ 次に掲げる事業所 

ア 熱供給事業所 

イ 自己熱源事業所 

百分の二十七 百分の十七 

㈡ ㈠以外のもの 百分の二十五 百分の十五 

二 第二区分事業所 百分の二十五 百分の十五 

 

５ 前項の規定にかかわらず、第一期該当事業所のうち、主たる用途が病院その他の医療施

設で構成されるものの第三期削減義務率は、同項の表上欄に掲げる事業所の種類に応じた

当該中欄に掲げる割合から、百分の二を減じて得た割合とする。 

 

〔令和二年四月一日施行〕 
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第２章 定義 

 

 

本ガイドラインにおいて、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとす

る。 

 

(１) 特定地球温暖化対策事業所 条例第５条の７第９号に規定する特定地球温暖化対

策事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(２) トップレベル事業所 規則第４条の 20 第３項第２号に規定する地球温暖化の対策

の推進の程度が極めて優れた事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」

再掲） 

(３) 準トップレベル事業所 規則第４条の 20 第３項第１号に規定する地球温暖化の対

策の推進の程度が特に優れた事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」

再掲） 

(４) トップレベル事業所等 トップレベル事業所及び準トップレベル事業所をいう。

（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(５) 認定申請事業所 条例第５条の 15 第１項に規定する申請を行う特定地球温暖化対

策事業所をいう。（「認定基準 １目的等 （２）定義」再掲） 

(６) エネルギー管理責任者 認定申請事業所において、事業所内の設備機器等の運用、

保守等を管理する責任者をいう。 
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第２部 優良特定地球温暖化対策事業所の認定 
 

第１章 優良特定地球温暖化対策事業所の認定申請と報告 

 

１ 優良特定地球温暖化対策事業所の仕組みの概要 
 

（１） 認定の申請と効果 

特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所が地球温暖化の対策

の推進の程度が特に優れた事業所として東京都（以下「都」という。）が定める認定基

準に適合するときは、登録検証機関による検証の結果を添えて、優良特定地球温暖化

対策事業所の認定申請を行うことができる。 

なお、優良特定地球温暖化対策事業所には、特定地球温暖化対策事業所の地球温暖

化の対策の推進の程度に応じてトップレベル事業所又は準トップレベル事業所の区分

を設けており、それぞれの具体的な認定水準は、「認定基準２（１）トップレベル事業

所等の認定」に示している。 

特定地球温暖化対策事業所がトップレベル事業所又は準トップレベル事業所である

ことを都が認めたときは、当該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、その年度

から当該年度が属する削減義務期間の終了年度※（第三計画期間にあっては令和6年度）

までの期間について、次の値に減少する。ただし、平成 28 年度から令和元年度までに

認定された事業所については、その年度（その期間内に再申請された場合、当初申請

時）から起算して５年度目※までの期間について、次の値に減少することができる。 

※（基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた日の属

する年度） 

・ トップレベル事業所に認定された場合  本則の率の１／２ 

・ 準トップレベル事業所に認定された場合 本則の率の３／４ 
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（２） 認定後の報告と認定の取消し

トップレベル事業所等は、認定申請の翌年度から削減義務率を減少する期間の終了

年度まで、毎年度、認定基準に継続して適合していることを自ら評価し、都に報告す

る。

都は、当該報告の内容を確認し、運用対策の取組状況など都が条例に定める認定基

準に適合しなくなったと認めるときは、認定を取り消すものとする。削減義務率の減

少は、取消しの通知の日の属する年度までとし、その翌年度からは本則どおりの削減

義務率になる。

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例）

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率）

第五条の十五

２ 特定地球温暖化対策事業所が前項の基準に適合することを知事が認めたときは、当

該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、同項の基準に適合する期間のうち規則

で定める期間について、地球温暖化の対策の推進の程度に応じ、規則で定める値に減

少する。

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則）

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率）

第四条の二十

２ 条例第五条の十五第二項に規定する規則で定める期間は、同項の規定により知事が

認めた年度から当該年度の属する削減義務期間の終了する年度（条例第五条の十五第

一項の基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた日の

属する年度）までとする。
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２ 認定申請事業所に適用する認定基準 
 

（１） 削減義務率の区分と適用する認定基準 

認定申請事業所は、原則として、都から事業所へ交付される基準排出量決定通知書

に削減義務率の区分として示される「第一区分事業所」又は「第二区分事業所」の別

に応じて、それぞれの区分ごとの認定基準を用いるものとする。 

基準排出量決定通知書は、都が、特定地球温暖化対策事業所からの基準排出量決定

申請書の提出に対して決定の通知を行うものであるが、この基準排出量決定申請の提

出期限は、削減義務期間の開始年度の９月末日に設定されている。 

優良特定地球温暖化対策事業所の申請の提出期限も、毎年度９月末日に設定されて

いるので、削減義務期間の開始年度において優良特定地球温暖化対策事業所の申請を

行う場合には、基準排出量決定通知書が未交付であって当該通知書で削減義務率の区

分を確認することができない可能性がある。 

そのため、削減義務期間の開始年度において優良特定地球温暖化対策事業所の申請

を行う場合には、特定地球温暖化対策事業所の指定を受けた後、都に相談を行い、基

準排出量決定通知書の交付前に削減義務率の区分を確認し、申請の手続を開始するこ

とができるものとする。 

 

（２） 認定基準の見直しと適用する認定基準 

認定基準は、省エネルギー技術の進展に合わせて見直しを行うものとしている。し

たがって、第三計画期間内にあっても必要に応じて見直される可能性がある。 

認定の申請に当たっては、原則として、申請年度の 4 月 1 日時点の認定基準及び本

ガイドラインを適用するものとする。 

認定後毎年度の基準適合状況の報告に当たっては、原則として、認定申請年度の４

月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用し、自己評価等を行うこととする。

この場合の基準適合状況の報告における手続き等については、当該報告年度の４月１

日時点の本ガイドラインのうち申請に係る手続き等を示した第１部、第２部及び第４

部を適用することとする。 
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第２章 認定の申請 

 

１ 認定申請のフロー 
 

トップレベル事業所等の認定申請を行う年度の必要な手続き等について、次のフロー

図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 評価書等の内容を検証後に修正する場合は、再検証を行う。 

※２ 令和2年度に限り、準トップレベル事業所認定申請は、12月末日までとする。 

※３ 立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）は、必要に応じて実施する。 

 

図 2.1 認定申請のフロー図 

東京都（知事） 認定申請事業所 登録検証機関 

取組状況の確認 
（自己評価） 

検証 

・書類の確認 

・現地の確認等 

検証結果の報告 認定基準適合の確認 

認定の申請 

トップレベル審査 
委員会の意見聴取 

認定の決定 削減義務率の減少 

認定基準適合と判断 

依頼 
（４月以降） 

認定の審査 

申請 
（９月末日まで※２） 

※２ 
（立入検査への対応） 

（現地確認への対応） 

事業所名称等 
の公表 

※１ 

通知 
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２ 認定申請の概要 
（１） 自己評価の対象と実施時期、地球温暖化対策推進状況評価書の作成 

認定申請事業所は、地球温暖化対策の推進の程度を把握し、認定基準に適合してい

るかどうかについて自らによる評価（以下「自己評価」という。）を行う。自己評価に

当たっては、本ガイドラインに則り、適用する認定基準の年度の地球温暖化対策推進

状況評価書（第１号様式）（以下「評価書」という。）及び地球温暖化対策推進状況に

係る調書（第２号様式）（以下「調書」という。）等を作成する。 

 

ア 評価の対象範囲、対象期間及び適用する評価書等 

自己評価の対象となる地球温暖化対策の推進の程度は、事業所内の全ての設備に対

して評価を行い、Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4、3.6 及び 4.8 の評価項目及

びⅡ 設備及び建物の性能に関する事項に関しては申請の前年度末時点の状況で、Ⅰ 

一般管理事項（3.1～3.2、3.4、3.6 及び 4.8 の評価項目を除く。）及びⅢ 設備及び事

業所の運用に関する事項については申請の前年度の年間を通した継続的な実績で評価

する。このことから、自己評価は、申請年度の４月以降に行うこととなる。自己評価

には、適用する認定基準の年度の地球温暖化対策推進状況評価ツールを用いて評価書

及び調書を作成しなければならない。 

 

イ 評価対象期間に変更があった場合の対応 

評価の対象期間に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更があった場合であっ

ても、原則として、評価の対象範囲はアによるが、6 月 30 日以前に設備を導入し、そ

の後継続してⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項の評価項目を実施している場合

は、年間を通した継続的な実績として評価してもよい。 

ただし、変更の程度が著しく、基準排出量の変更を伴う場合で、変更部分の竣工日

が申請年度の前年の７月１日以降のときは、認定申請時の評価の対象期間が短く、適

正に評価できない場合があるため、当該変更部分は評価に含めなくてもよいこととす

る。評価に含めない場合は、その内容を明確にし、認定申請時に届け出るものとする。

また、評価に含めなかった部分は、認定申請年度の翌年度の基準適合状況報告におい

て評価の対象とする。 

 

（２）検証 

認定申請事業所の地球温暖化対策の推進の程度の評価においては、公平性、網羅性、

正確性等を確保することが求められる。したがって、その評価結果の信頼性を担保す

るため、評価書が本ガイドラインに則って作成されているか、また、評価書の総合得

点が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足して

いるかについて、認定申請事業所と利害関係のない登録検証機関による検証を受ける

必要がある。 

登録検証機関は、評価書の全ての評価項目に対して、地球温暖化対策推進状況に係

-11-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

  

る調書、根拠書類等による確認及び現地における確認を行い、誤りがないかを確認す

る。検証の際には、認定申請事業所は自己評価時に作成した地球温暖化対策推進状況

に係る調書等の書類の提出、現地の確認への対応等を行う必要がある。 

 

（３）トップレベル事業所等の認定申請 

認定申請事業所は、検証の結果、評価書の総合得点が認定基準２（２）トップレベ

ル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足しているときは、９月末日までに優良

特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15）に、地球温

暖化対策推進状況評価書等を添えて申請を行う。ただし、令和２年度に限り、準トッ

プレベル事業所認定申請は、12 月末日までとする。 

なお、申請期間、申請方法等の詳細は、次に示す環境局のホームページに掲載して

いく。 

また、条例第５条の１３第１項第３号に規定する、事業所区域の変更に伴い新たに

特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた事業所が指定を受けた年度にトップレ

ベル事業所等の認定申請を行う場合は、事業所区域の変更が認められた日から起算し

て９０日以内に申請を行えばよい。（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/index.html） 

 

（４）都による審査 

都は、認定申請事業所からトップレベル事業所等の認定申請があったとき、評価書

等の内容について審査を行う。審査に当たっては、必要に応じて、認定申請事業所へ

の立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）を実施する。 

 

（５）トップレベル審査委員会の意見聴取 

都は、トップレベル事業所等の認定を公正に行うために、省エネルギー分野の専門

家で構成された委員会（優良特定地球温暖化対策事業所の認定制度に係る審査委員会。

通称「トップレベル審査委員会」）を開催し、認定申請事業所の評価書等の内容が適正

であるかについて意見を聴く。 

 

（６）認定（認定拒否） 

都は、認定申請事業所が、認定基準２（１）トップレベル事業所等の認定に示され

る要件を全て満足していることを認め、又は認めないときは、認定申請事業所に対し

て優良特定地球温暖化対策事業所認定（認定拒否）通知書（規則第１号様式の 16）に

より通知する。 

 

（７）事業所名等の公表 

都は、トップレベル事業所等を認定したときは、透明性の確保のため、本ガイドラ

イン第４部の記載により、その事業所名称等を公表するものとする。 
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【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（立入検査） 

第百五十二条の二 知事は、この条例第二章の施行に必要な限度において、関係職員に、

第五条の七第六号の事業所、口座名義人若しくは登録検証機関の事務所、営業所その

他の場所に立ち入り、その場所において、又はその他必要な場所において、帳簿書類、

機械、設備その他の物件を検査し、又は関係人に対する指示若しくは指導を行わせる

ことができる。 

２ 前項の規定により立入検査等を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

３ 第一項の規定により立入検査等を行う職員のうち専ら当該事務に当たるものを、東

京都地球温暖化監察員と称するものとする。 

４ 第一項の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
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３ 登録検証機関による検証 

 

（１）検証の時期 

認定申請事業所は、評価書等の作成を申請年度の４月以降に開始し、９月末日まで

にトップレベル事業所等の認定申請を行わなければならない。したがって、検証は、

４月から９月までの期間に実施する必要がある。ただし、令和２年度に限り、準トッ

プレベル事業所認定申請に係る検証は、４月から 12 月までの期間に実施することとな

る。 

登録検証機関による検証は、認定申請事業所の規模、用途等によって検証に要する

時間が異なる。したがって、認定申請の提出期限に間に合うように、可能な限り早期

に検証を受けることが望ましい。 

なお、検証に当たって、必ず登録検証機関に提出するものは、次のとおりである。 

ア 地球温暖化対策推進状況評価書（第二区分事業所）（第１号様式） 

イ 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第二区分事業所）（第２号様式） 

ウ 認定申請事業所の概要が記載してある書類（パンフレット等） 

なお、ア及びイについては、書類に加え、電子データも提出するものとする。 

 

（２）登録検証機関への依頼 

認定申請事業所が行った地球温暖化対策の推進の程度に係る評価結果は、公平性、

網羅性、正確性等を確保することが求められる。したがって、その評価結果の信頼性

を担保するため、評価書が本ガイドラインに則って評価されているか、また、評価書

の総合得点が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を

満足しているか等について、登録検証機関による検証を受ける必要がある。 

認定申請事業所は、当該認定申請事業所と著しい利害関係を有する登録検証機関に

は検証の依頼ができないことに留意した上で、登録検証機関の中から検証依頼先を選

択しなければならない。 

登録検証機関が検証業務を行うことのできない著しい利害関係を有する事業者とは、

規則第５条の 12 第２項第１号から第５号までに基づき、次に掲げる者である。 
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（総量削減義務と排出量取引制度における検証機関の登録申請ガイドラインより抜粋） 

・ その検証機関自身 

・ 検証機関の親株式会社 

・ 検証機関の株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資者（出資金が全体の

3%以上の場合に限る。）である事業者 

・ その役員又は使用人（検証業務を実施する過去 2 年以内に役員又は使用人であった者を含む。

次の 2 つの規定において同じ。）が検証機関の役員の 50％超を占めている事業者 

・ その役員又は使用人が検証機関の代表権を有する役員である事業者 

・ 検証機関が自然人である場合において、その者自身が役員又は使用人である事業者 

・ 検証機関の代表者が事業者の株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資者（出

資金が全体で 3%以上の場合に限る。）である事業者 

・ 検証機関が、事業者と金銭消費貸借契約を締結している事業者 

・ 検証機関が、事業者から無償又は通常の取引価格より低い対価による事務所又は資金の提供

を受けている事業者 

・ 検証機関又は検証機関の会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める親会社若しくは子会社

が、事業者に対する次の業務を実施している、又は検証業務を実施する過去 3 年以内に次の

業務を実施した事業者 

 エネルギーの販売 

 エネルギー利用に関する管理 

 エネルギー利用に関するコンサルティング 

 排出量取引 

 排出量取引の仲介 

 排出量取引に関するコンサルティング 

 その他温室効果ガスの削減に関するコンサルティング 

 エネルギー使用量の削減に関する設備の改修、設置に関する設計、工事、資金の提供又

は資金調達に関する助言 

 その他温室効果ガスの削減に関する設備の改修、設置に関する設計、工事、資金の提供

又は資金調達に関する助言 

 また、検証機関は、検証主任者に次に該当する事業者が設置している事業所に対する検証業務

（当該検証報告書に関する全ての意見表明を含む。）を担当させてはならない。 

・ 検証主任者が、事業者の役員若しくは使用人である、又は検証業務を実施する過去 1 年以内

に役員若しくは使用人であった事業者 

・ 検証主任者が役員である、又は検証業務を実施する過去 1 年以内に役員であった事業者の関

係会社 

・ 検証主任者がその事業者の親会社又は子会社の使用人である事業者 

・ 検証主任者が、株主（議決権保有割合で 3%以上の場合に限る。）又は出資者（出資金が全体

の 3%以上の場合に限る。）である事業者（相続又は遺贈により事業者の株式又は出資を取得

後 1 年、経過しない場合を除く。） 
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・ 検証主任者が金銭消費貸借契約を締結している事業者（相続若しくは遺贈により事業者  

の債権若しくは債務を取得後 1 年経過しない場合又は債権若しくは債務の額が 100 万円

未満である場合を除く。） 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（検証業務の実施等） 

第八条の十四  

４ 登録検証機関は、検証業務を実質的に支配している者その他の当該登録検証機関と

著しい利害関係を有する事業者として規則で定めるものが設置している事業所につ

いて、検証業務を行ってはならない。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（検証業務の実施方法） 

第五条の十二 

２ 条例第八条の十四第四項に規定する登録検証機関と著しい利害関係を有する事業

者として規則で定めるものは、次に掲げる者とする。 

一 当該登録検証機関 

二 当該登録検証機関が株式会社である場合における親株式会社（当該登録検証機関

を子会社とする株式会社をいう。） 

三 役員又は職員（検証業務を行う日の前二年間にそのいずれかであったものを含む。

次号において同じ。）が当該登録検証機関の役員に占める割合が二分の一を超え

る事業者 

四 役員又は職員のうちに当該登録検証機関（法人であるものを除く。）又は当該登

録検証機関の代表権を有する役員が含まれている事業者 

五 当該登録検証機関との取引関係その他の利害関係が検証業務に影響を及ぼすお

それがある事業者として知事が別に定めるもの 
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（３）検証の実施 

登録検証機関による検証は、次の点について、第三者の立場で確認するものである。 

① 認定申請事業所により行われた地球温暖化対策の取組状況の把握が、「優良特定

地球温暖化対策事業所の認定基準（第二区分事業所）」及び「本ガイドライン第

３部」に従っているか。 

② 建物概要、設備性能、エネルギー使用量等に関して、算定及び集計の結果が適

切であるか。 

検証は、「優良特定地球温暖化対策事業所の検証ガイドライン」に基づき、証拠とな

る書類の確認、設備又は各室に関する現地での確認、関係者へのヒアリングなどによ

って行われる。 

認定申請事業所においては、登録検証機関による検証を円滑に執り行うため、事前

に準備し、検証当日の登録検証機関からの要求には速やかに対応するものとする。 

図 2.2 に検証のフローを示す。 
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ア 評価書の不修正のフロー 

イ 再検証のフロー 

 

 

図 2.2 検証のフロー図 

 

 

修正箇所・内容の確認 検証の実施 

評価書の修正 

事業所 
（認定申請事業所） 

登録検証機関 

検証結果報告書の作成 認定基準適合の確認 

申請 

評価書等に不備・不明が

ある場合、修正の要求 

認定基準適合と判断 

評価書等に不備 
・不明がない場

合 

評価書の不修正 

検証機関の修正要求

に従わない場合 

検証機関の修正要求

に従う場合 

再検証 
評価書等の提出 

評価書の提出 都と要協議 
と付す 

適合 
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（４）評価書等に「不備あり」・「不明」があった場合の対応 

登録検証機関は、評価書等の内容と認定申請事業所の地球温暖化対策の取組状況の

程度について、整合していることを確認する。 

整合していない場合又は整合していることが確認できない場合には、その誤りにつ

いて、認定申請事業所に対し、評価書等を修正するよう求める。 

 

（５）再検証 

認定申請事業所は、修正の要求に対して、評価書の内容と認定申請事業所の地球温

暖化対策の取組状況の程度の整合を確認するための証拠書類を作成した上で、登録検

証機関に評価書等を再提出する。 

なお、認定申請事業所は、検証で修正を求められた箇所に限定して修正し、他の箇

所の修正は行わないものとする。 

また、登録検証機関に提出した評価書及び調書の修正箇所が多い場合、又は再検証

が認められない場合は、その評価項目の評価点が 0 点となる場合があるため、評価書

及び調書を作成する際は特に留意する。 

 

（６）検証結果の報告 

登録検証機関は、検証の結果として「検証結果報告書」及び「検証チェックリスト」

等を作成し、認定申請事業所に提出する。 

検証結果報告書は、検証機関が作成する認定申請事業所の総合的な検証結果を示し

た書類で、検証チェックリストは、基本情報及び各評価項目の取組状況の程度に対す

る検証結果を示した書類である。 

 

（７）評価書等の不修正 

認定申請事業所が登録検証機関からの修正の要求に応じなかった場合、登録検証機

関の検証結果には「不備あり」又は「不明」が残ることになり、「都との要協議事項」

として報告される。 

この場合、検証結果報告書の検証の結果は「東京都と要協議」となる。 
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４ 都への申請 

 

認定申請事業所は、都への申請に当たって次のものを提出する。 

（１） 優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15） 

（２） 地球温暖化対策推進状況評価書（第二区分事業所）（第１号様式） 

（３） 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第二区分事業所）（第２号様式） 

（４） 検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（５） 検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（６） 検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（７） 検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（８） 認定申請事業所のＣＯ２削減推進体制がわかる書類（統括管理者、技術管理者

及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（９） その他都が必要と認める書類 

また、（２）、（３）、（４）、（５）及び（６）については、書類に加え、電子データも提

出するものとする。ただし、（２）及び（３）の電子データは検証を終了した最終のデー

タとする。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第五条の十五 特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所が地球温

暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所として知事が別に定める基準に適合す

るときは、規則で定めるところにより、次条第二項の規定による検証の結果を添えて、

その旨を知事に申請することができる。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第四条の二十 条例第五条の十五第一項の規定による申請は、毎年度九月末日までに、

別記第一号様式の十五による優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書

に、知事が別に定める様式による評価書を添えて行わなければならない。 
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第３章 優良地球温暖化対策事業所の認定基準適合に関する報告 

 

１ 基準適合状況の報告 
 

(１) 報告の時期及び評価の対象期間 

特定地球温暖化対策事業所がトップレベル事業所又は準トップレベル事業所である

ことを都が認めたときは、当該特定地球温暖化対策事業所は、その年度の翌年度から

削減義務率を減少する期間の終了年度（第三計画期間にあっては令和 6 年度）までの

期間について、毎年度、条例第５条の 15 第１項の基準への適合状況について自己評価

し、６月末日までに報告するものとする。 

基準への適合状況の評価の対象期間は、Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4、3.6

及び 4.8 の評価項目及びⅡ 建物及び設備性能に関する事項については報告の前年度

末時点の状況で、Ⅰ 一般管理事項及びⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項につ

いては報告の前年度の年間を通した継続的な実績で評価する。ただし、6 月 30 日以前

に設備を導入し、その後継続してⅢ 事業所及び設備の運用に関する事項の評価項目

を実施している場合は、年間を通した継続的な実績として評価してもよい。 

 

(２) 適用する認定基準 

原則として、認定申請年度の４月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用し、

自己評価等を行うこととする。この場合の基準適合状況の報告における手続き等につ

いては、当該報告年度の４月１日時点の本ガイドラインのうち申請に係る手続き等を

示した第１部、第２部及び第４部を適用することとする。 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第五条の十五 

２ 特定地球温暖化対策事業所が前項の基準に適合することを知事が認めたとき

は、当該特定地球温暖化対策事業所の削減義務率は、同項の基準に適合する期間のう

ち規則で定める期間について、地球温暖化の対策の推進の程度に応じ、規則で定める

値に減少する。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（優良特定地球温暖化対策事業所に係る削減義務率） 

第四条の二十 

２ 条例第五条の十五第二項に規定する規則で定める期間は、同項の規定により知

事が認めた年度から当該年度の属する削減義務期間の終了する年度（条例第五条の十

五第一項の基準に適合しなくなったことを知事が認めた場合にあっては、その認めた

日の属する年度）までとする。 
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(３) 報告の内容 

優良特定地球温暖化対策事業所は、（１）の報告に当たっては、地球温暖化対策の推

進の程度を把握し、認定基準に適合しているかどうかについて自己評価を行い、評価

書等を作成し、東京都へ提出するものとする。 

なお、登録検証機関による検証の結果を添付する必要はない。 

各評価項目の取組状況の程度などに関して、前年度の評価書等の記載内容に変更が

ある場合は、変更部分について根拠書類を準備し、地球温暖化対策推進状況に係る調

書を作成した上で、評価書とともに提出する。 

優良特定地球温暖化対策事業所が報告をしない場合には、認定を取り消されること

がある。 

優良特定地球温暖化対策事業所は、報告に当たって次のものを提出する。 

ア 優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式） 

イ 地球温暖化対策推進状況評価書（第二区分事業所）（第１号様式） 

ウ 地球温暖化対策推進状況に係る調書（第二区分事業所）（第２号様式）（変更

部分のみ） 

エ 認定申請事業所のＣＯ２削減体制がわかる書類（統括管理者、技術管理者及び

エネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

オ その他都が必要と認める書類 

なお、イ及びウについては、書類に加え、電子データも提出するものとする。 

図 2.3 に認定後の毎年度報告のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 立入検査（条例第百五十二条の二の規定に基づくもの）は、必要に応じて実施する。 

 

図 2.3 認定後の報告のフロー図 

 

東京都（知事） 優良特定地球温暖化対策 
事業所 

登録検証機関 

認定基準適合の報告 

提出 

（６月末日まで） 

自己評価 

確認 

基準適合の審査 

※１ 
（立入検査への対応） 

（毎年度） 

検証不要 
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(４) 総合得点に変動がある場合の対応と認定の取扱い 

（１）の報告に関し、優良特定地球温暖化対策事業所における総合得点の変動が軽

微であり、認定水準に変化がない場合には、トップレベル事業所又は準トップレベル

事業所としての認定が継続する。この場合においては、都から特段の通知はない。 

総合得点の変動が大きく、従前の認定結果を上回る場合又は下回る場合には、優良

特定地球温暖化対策事業所の認定について次のように取り扱うものとする。 

 

ア 総合得点が上がり、従前の認定結果を上回る場合 

追加的な地球温暖化対策の実施、事業所内の建物用途の変更等によるエネルギ

ー消費割合の変化などにより総合得点が上がった場合で、準トップレベル事業所

であった事業所がトップレベル事業所の認定基準に適合したときは、登録検証機

関による検証の結果を添えて、改めて９月末までにトップレベル事業所の認定申

請を行うことにより、トップレベル事業所の認定を受けることができる。認定の

申請に当たっては、新たにトップレベル事業所の認定申請を行う年度の 4 月 1 日

時点の認定基準及び本ガイドラインを適用するものとする。この場合においては、

当該年度における（２）の報告は不要とし、代わりにトップレベル事業所の認定

申請を行う予定である旨を届け出るものとする。 

 

イ 総合得点が下がり、従前の認定結果を下回る場合 

(ア) 取組の程度の低下がある場合 

地球温暖化対策の取組の程度の低下があり、かつ、総合得点が下がって、認定

基準に適合しなくなった場合には、都は認定の変更又は取消しを行うものとする。

当該認定の変更又は取消しは、原則として事業者から提出された報告書の内容を

基に行うが、当該報告書における地球温暖化対策の取組の程度に係る内容に虚偽

又は錯誤があった場合には、当該虚偽又は錯誤を都が修正することによって認定

の変更又は取消しを行うこともある。 

都は、トップレベル事業所から準トップレベル事業所への認定の変更を行う場

合にあっては優良特定地球温暖化対策事業所認定（認定拒否）通知書（規則第１

号様式の 16）により、優良特定地球温暖化対策事業所の認定の取消を行う場合に

あっては優良特定地球温暖化対策事業所認定取消通知書（規則第１号様式の 17）

により、通知する。 

また、認定の変更又は取消に当たっては、次の２に掲げる条件が付される。 

なお、取組の程度の低下とは、次に示す評価項目における取組状況の評価点の

合計値が、申請し、認定された年度の４月１日時点における当該合計値より減っ

ていることをいう。 

①原則として、Ⅰ一般管理事項及びⅢ事業所及び設備の運用に関する事項の評

価項目 
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②事業所の建物及び設備性能に関する事項に大きな変化があった場合にあって

は、①に加え、Ⅱ事業所の建物及び設備性能に関する事項の評価項目。 

 

(イ) 取組の程度に向上がある場合又は変化がない場合 

取組の程度に向上がある場合又は変化がない場合（取組の程度の低下がない場

合をいう。）でも、エネルギー消費先比率の変化、事業所内の建物用途の変更等（基

準排出量の変更を伴わない場合に限る）によって、総合得点が下がることがある。 

この場合においては、認定の変更又は取消しは行わないものとし、トップレベ

ル事業所又は準トップレベル事業所としての認定が継続する。この場合において

は、都から特段の通知はない。 

図 2.4 に総合得点に変動がある場合の認定の継続等のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 準トップレベル事業所がトップレベル事業所の認定基準に適合した場合  

図 2.4 総合得点に変動がある場合の認定の取扱い 

 

(５) 事業所区域の変更に伴い新たに特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた場

合の対応と認定の取扱 

優良特定地球温暖化対策事業所が、条例第５条の 13 第１項第３号に規定する、事業

所区域の変更に伴い新たに特定地球温暖化対策事業所として指定を受けた事業所に該

当した場合は、トップレベル事業所等の認定は取消となる。この場合の基準適合状況

の報告は行わなくてよい。ただし、その場合は、６月末日までに事業所区域の変更に

関する申請を行う旨を届け出るものとする。事業所区域の変更が認められなかった場

合は、その日から起算して 90 日以内に適合状況報告書を提出することで、トップレベ

ル事業所等の認定は継続する。 

東京都（知事） 優良特定地球温暖化対策 
事業所 

登録検証機関 

認定基準適合の報告 審査 

認定の 
継続、変更 
又は取消し 

通知 
（認定の変更、 
取消の場合） 

自己評価 

検証 
※１ 

以降、認定申請

フローと同じ 

削減義務率減少の 
取消又は変更 
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２ 認定の変更又は取消し後の特例措置 
 

都から認定の変更又は取消しを受けた事業所が、認定の変更又は取消しの通知があっ

た翌年度に取組の程度が認定時の取組の程度と変化がない状態に復元し、優良特定地球

温暖化対策事業所の認定基準に適合したと自ら判断したときは、その旨を申請すること

ができる。ただし、次のときは、事業者はこの申請を行うことはできない。 

（１）認定の変更又は取消しのときに事業者から報告書が提出されていなかったとき 

（２）認定の変更又は取消しのときに事業者から提出された報告書において地球温暖化

対策の取組の程度に係る内容に虚偽又は錯誤があった場合であって、当該虚偽又は

錯誤を都が修正することによって認定の変更又は取消しを行ったとき 

この申請を受け、都が、認定基準に適合することを認めたときは、当該変更又は取消

しは無効となる。この場合、削減義務率の減少は継続されることになる。 

なお、この申請においては、登録検証機関による検証を受ける必要はない。 

図 2.5 に申請のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１ 認定の変更又は取消しの通知があった翌年度を超えた場合 
 

 ※２ 認定の変更又は取消しの通知があった翌年度に申請した場合 

 

図 2.5 認定後の毎年度報告のフロー図 
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３ 認定申請年度以降に用途、規模、エネルギー供給等の状況に変更があった

ときの対応と取扱い 

 

（１） 用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が著しく、基準排出量の増加

の変更を伴う場合 

ア 認定申請継続の手続き 

優良特定地球温暖化対策事業所において、認定申請年度以降に、用途、規模、エネ

ルギー供給等の状況の変更が生じて、当該変更が条例第五条の十四の基準排出量の変

更の要件を満足する場合で、当該特定地球温暖化対策事業所が優良特定地球温暖化対

策事業所の認定基準に適合するとして、継続して認定を受けたいときは、当該年度の

基準適合状況報告は登録検証機関による検証の結果を添えて提出しなければならない。

ただし、状況の変更が、設備の変更又は熱供給事業所における熱供給先面積の変更の

場合この限りでない。また、当該特定地球温暖化対策事業所が検証を受ける範囲は、

当該状況の変更によって評価書、調書等に生じた変更部分のみを対象とする。この場

合の評価の対象期間及び適用する認定基準は、１（１）、（２）と同様とするが、報告

の時期は９月末日までに行うことでよいこととする。ただし、その場合は、６月末日

までにその旨を届け出るものとする。また、当該基準適合状況の報告においては、次

のものを提出する。 

（ア）優良特定地球温暖化対策事業所適合状況報告書（第３号様式） 

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第二区分事業所）（第１号様式） 

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第二区分事業所）（第２号様式）（変更

部分のみ） 

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（ク）認定申請事業所のＣＯ２削減体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（ケ）その他都が必要と認める書類 

また、(イ）、(ウ)、(エ)、(オ)及び(カ)については、書類に加え、電子データも提

出するものとする。ただし、(イ)及び(ウ)の電子データは検証を終了した最終の電子

データとする。 

 

イ 評価の対象年度の７月１日以降に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更が

あった場合の対応 

評価の対象年度の途中に用途、規模、エネルギー供給等の状況の変更があった場合

で、当該変更部分の竣工日が７月１日以降のときは、評価の対象期間が短く、適正に
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評価できないことがあるため、当該年度は変更部分を評価に含めずに基準適合状況報

告を行い、その翌年度に登録検証機関による検証の結果を添えて、基準適合状況報告

において評価の対象とすることができる。変更部分を評価に含めない場合は、その内

容を明確にし、当該年度の基準適合状況報告と同時に届け出るものとする。この場合

の評価の対象期間、適用する認定基準及び報告の内容は、１（１）、（２）、（３）と同

様とするが、提出物については、１（３）ア～オに加えて用途、規模、エネルギー供

給等の状況の変更内容をまとめた書類を提出する。 

 

（２） 用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が著しく、削減義務率の区分

の変更を伴う場合 

 

ア 認定申請継続の手続き 

優良特定地球温暖化対策事業所の規模等の状況の変更の程度が著しく、削減義務率

の区分に変化が生じることが見込まれる場合には、規模等の状況の変更後、事業者は、

都に相談して削減義務率の区分について確認（他人から供給された熱の使用割合に係

る変更を除く。）し、申請手続きを開始することができる。区分の変更後の特定地球温

暖化対策事業所が優良特定地球温暖化対策事業所の認定基準に適合するとして、継続

して認定を受けたいときは、ウに定めるところにより、登録検証機関による検証の結

果を添えて、優良特定地球温暖化対策事業所の認定申請を新たに行わなければならな

い。この場合においては、当該年度における１（２）の報告は不要とし、代わりに、

改めてトップレベル事業所等の認定申請を行う予定である旨を届け出るものとする。 

 

イ 認定基準の適用 

区分の変更後の申請の年度の４月１日時点の認定基準及び本ガイドラインを適用す

るものとする。 

 

ウ 区分の変更後の認定申請 

区分の変更後の優良特定地球温暖化対策事業所が、検証の結果、評価書の総合得点

が認定基準２（２）トップレベル事業所等の地球温暖化対策の認定水準を満足してい

るときは、規模等の状況の変更があった日の属する年度の翌年度の９月末日までに優

良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書（規則第１号様式の 15）に、地球

温暖化対策推進状況評価書等を添えて申請を行う。申請に当たっての提出書類は、次

のとおりである。 

（ア）優良特定地球温暖化対策事業所削減義務率減少申請書 

（イ）地球温暖化対策推進状況評価書（第二区分事業所）（第１号様式） 

（ウ）地球温暖化対策推進状況に係る調書（第二区分事業所）（第２号様式） 

（エ）検証結果報告書（登録検証機関が作成したもの） 

（オ）検証結果詳細報告書（登録検証機関が作成したもの） 
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（カ）検証チェックリスト（登録検証機関が作成したもの） 

（キ）検証機関が実地検証時に用いた手書きの調書の原本（登録検証機関が作成し

たもの） 

（ク）認定申請事業所のＣＯ２削減推進体制がわかる書類 

（統括管理者、技術管理者及びエネルギー管理責任者の名前を明記する。） 

（ケ）その他都が必要と認める書類 

また、（イ）、（ウ）、（エ）、（オ）及び（カ）については、書類に加え、電子データも

提出するものとする。ただし、（イ）及び（ウ）の電子データは検証を終了した最終の

電子データとする。 

申請期間及び申請方法等の詳細は、次に示す環境局のホームページに掲載していく。 

（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/index.html） 

 

エ 評価の対象年度の７月１日以降に区分の変更があった場合の対応 

評価の対象年度の途中に区分の変更があった場合で、当該変更部分の竣工日が７月

１日以降のときは、評価の対象期間が短く、適正に評価できないことがあるため、当

該年度は変更部分を評価に含めずに基準適合状況報告を行い、その翌年度にウに定め

るところにより、登録検証機関による検証の結果を添えて、優良特定地球温暖化対策

事業所の認定申請を新たに行うことができる。変更部分を評価に含めない場合は、そ

の内容を明確にし、当該年度の基準適合状況報告と同時に届け出るものとする。この

場合の評価の対象期間、適用する認定基準及び報告の内容は、１（１）、（２）、（３）

と同様とするが、提出物については、１（３）ア～オに加えて用途、規模、エネルギ

ー供給等の状況の変更内容をまとめた書類を提出する。 

 

（３） その他の変更の場合 

用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が、軽微であり基準排出量の

変更を伴わない場合、基準排出量の減少変更の場合、又は基準排出量の増加変更の場

合で設備の変更又は熱供給事業所における熱供給先面積の変更の場合は、自己評価を

行い、１に定める報告するものとする。この場合において、総合得点に変動がある場

合の対応と認定の取扱いは１（４）と同様に取り扱う。 
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【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例） 

（事業所の用途変更等による基準排出量の変更） 

第五条の十四 特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所について、

特定地球温暖化対策事業所の用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変更の程度が

著しいものとして規則で定める状況の変更があったときは、規則で定めるところによ

り、基準排出量の変更を知事に申請しなければならない。 

 

【参照条文】（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則） 

（事業所の用途変更等による基準排出量の変更） 

第四条の十九 条例第五条の十四第一項に規定する規則で定める状況の変更のうち、熱

供給事業所以外の特定地球温暖化対策事業所における状況の変更は、次に掲げる変更

により特定温室効果ガス排出量が増加し、又は減少する量として知事が別に定める方

法により算定される量の合計が特定地球温暖化対策事業所の基準排出量の百分の六

以上となる変更とする。 

一 特定地球温暖化対策事業所の床面積の増加又は減少 

二 特定地球温暖化対策事業所の全部又は一部の用途が基準排出活動指標に定める

用途のうち異なる用途になる変更 

三 特定地球温暖化対策事業所における事業活動の量、種類又は性質を変更するため

の設備の増加又は減少 

２ 条例第十五条の十四第一項に規定する規則で定める状況の変更のうち、熱供給事業

所における状況の変更は、当該熱供給事業所の熱を供給する先の事業所の床面積（以

下この条において「熱供給先面積」という。）が増加し、又は減少した面積が、当該

特定地球温暖化対策事業所の知事が別に定める基準となる期間における熱供給先面

積の平均の百分の六以上となる変更とする。 
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第３部 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成 
 

第１章 地球温暖化対策推進状況評価書等の概要と作成フロー 

 

１ 地球温暖化対策推進状況評価書等の全体像 

 

(１) 地球温暖化対策推進状況評価書等の構成 

地球温暖化対策推進状況評価書及び地球温暖化対策推進状況に係る調書を総称して、

地球温暖化対策推進状況評価書等という。 

地球温暖化対策推進状況評価書は、認定基準及び本ガイドラインに基づき、地球温

暖化対策推進状況評価ツール（以下「評価ツール」という。）を用いて作成するものと

し、第１号様式その１からその 30 までによる。 

地球温暖化対策推進状況に係る調書は、認定基準及び本ガイドラインに基づき、評

価ツールを用いて作成するものとし、第２号様式その１からその 14 による。 

 

(２) 複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の地球温暖化対策推進状況評価書等の構成 

認定申請事業所に、複数のエネルギー管理責任者が存在し、評価項目の取組状況の

一括した把握が難しい場合であって、エネルギー管理責任者ごとのエネルギー管理区

分の範囲及びエネルギー管理区分ごとのエネルギー使用量が明確に区別できるときは、

次のように評価書及び調書を作成することができる。 

エネルギー管理責任者ごとに、その管理区分の範囲を一事業所とみなして、評価ツ

ールを使用して、第１号様式その１からその 30 まで及び第２号様式その１からその 14

を作成する。 

エネルギー管理区分ごとの評価結果を、地球温暖化対策推進状況評価ツール（第一

区分事業所）【複数エネルギー管理責任者用】（以下、「評価ツール（複数管理者用）」

という。）を用いて集計し、第１号様式その 31 からその 40 までを作成する。 

この場合、評価書は第１号様式その 31 からその 40 までとエネルギー管理区分ごと

に作成した第１号様式その１からその 30 までとする。調書は、エネルギー管理区分ご

とに作成した第２号様式その１からその 14 までとする。 

表 3.1 認定申請事業所の作成する様式 

認定申請事業所 
評価書 

第１号様式 
その１からその 30 

評価書 
第１号様式 

その 31 からその 40 

調書 
第２号様式 

その１からその 14 
複数のエネルギー管理責任者

が存在しない場合 
認定申請事業所全体

で作成する。 
－ 

（作成する必要はない。） 
認定申請事業所全体

で作成する。 
複数のエネルギー管理責任者

が存在する場合 
エネルギー管理責任

者ごとに作成する。 
認定申請事業所全体

で作成する。 
エネルギー管理責任

者ごとに作成する。 
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２ 地球温暖化対策推進状況評価書等の概要 

 

(１) 地球温暖化対策推進状況評価書の概要 

評価書は、以下の構成となっている。なお、認定申請事業所に複数のエネルギー管

理責任者が存在する場合、エネルギー管理区分ごとに第１号様式その１からその 30 を

作成する。 

 

ア 第１号様式その１ 

認定申請事業所の概要、総合評価結果、要求事項別の評価結果を示す。 

 

イ 第１号様式その２ 

評価・検証の概要、認定申請事業所の概要、認定申請事業所の用途別床面積等を

示す。 

 

ウ 第１号様式その３ 

認定申請事業所のエネルギー管理区分、設備・機器の種類や容量、台数等、各設

備・機器のエネルギーの使用量、事業所全体のエネルギー使用量に対する割合とエ

ネルギー消費先区分を示す。 

 

エ 第１号様式その４からその 12 

認定申請事業所における各評価項目の不合格の要件、評価点、重み係数、得点、

評価項目の区分ごとの得点集計を示す。 

 

オ 第１号様式その 13 

認定申請事業所において、評価に必要となる基本情報として、適用範囲補正係数

（設備機器等の適用範囲により各評価項目の省エネ率を補正するもの）の算出に使

用する数値、又は取組状況の程度を設定する際の分母となる数値を示す。 

 

カ 第１号様式その 14 からその 30 

認定申請事業所の各評価項目に対する取組状況の程度を示す。 

その 14 からその 22 までは全ての認定申請事業所に共通するものを対象とする。

その 23 から 26 までは主たる用途が工場、研究施設、発電所、発電所（熱供給施設

併設）、その他の場合、その 27 は上水道施設の場合、その 28 とその 29 は下水道施

設の場合、その 30 は廃棄物処理施設の場合、それぞれ該当するもののみ対象とする。 
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キ 第１号様式その 31 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の概要、総合評価結

果、要求事項別の評価結果が示される。 

 

ク 第１号様式その 32 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の評価における評

価・検証の概要、事業所の概要、事業所の用途別床面積等が示される。 

 

ケ 第１号様式その 33 からその 40 

複数のエネルギー管理責任者が存在する認定申請事業所全体の評価におけるエネ

ルギー管理責任者ごとに作成した評価書の評価結果（各評価項目の評価分類、不合

格の要件、得点）が示される。 

 

(２) 調書の概要 

調書は、評価書とともに都へ提出する書類であり、検証の対象となる。調書を作成

する目的は、以下に示すとおりである。 

・認定申請事業所全体の設備機器等の容量や台数等を把握する。 

・認定申請事業所のエネルギー消費先区分ごとのエネルギー使用量を推計する。 

・対象評価項目の取組状況の程度を把握する。 

・検証を円滑に行う。 

原則として、表 3.2 の調書一覧表に示す調書は、該当する設備がある場合は必ず作

成する。調書の作成が必要となる評価項目は、本ガイドライン別表第１に示すとおり

である。 

調書は、第２号様式その１からその 14 が、ユーティリティ設備及び建築設備に関す

るものとなっている。それぞれの調書は、左側に基本情報、中央に取組状況の程度、

右側にエネルギー使用量を記入するように構成されており、該当する基本情報入力の

数値と各評価項目の取組状況が把握できるようになっている。 

調書を作成することで、第１号様式その 13 の基本情報となる数値や第１号様式その

14 からその 30 の取組状況の程度が、自動的に反映される。 

調書は、認定申請事業所全体を対象にしているが、認定申請事業所に複数のエネル

ギー管理責任者が存在し、エネルギー管理責任者ごとに評価書を作成している場合は、

エネルギー管理責任者ごとが対象になる。 
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表 3.2 調書一覧表 

様 式 分 類 

第２号様式その１ 蒸気ボイラー 

第２号様式その２ 熱源機器 

第２号様式その３ 冷却塔 

第２号様式その４ 熱源ポンプ 

第２号様式その５ 変圧器 

第２号様式その６ エアコンプレッサー 

第２号様式その７ 給水・排水処理設備 

第２号様式その８ パッケージ形空調機 その１ 

第２号様式その９ パッケージ形空調機 その２ 

第２号様式その 10 空調機 その１ 

第２号様式その 11 空調機 その２ 

第２号様式その 12 空調・換気用ファン 

第２号様式その 13 照明器具 

第２号様式その 14 昇降機 

 

 

(３) 地球温暖化対策推進状況評価ツールの概要 

評価ツールは、認定申請事業所で評価書への入力が必要なシート（評価書入力用シ

ート）、評価結果が表示されるシート（評価結果確認用シート））、調書の作成に必要な

シート（調書作成用シート）の 24 シートから構成されている。 

評価書入力用シートは、メインシート、エネルギー使用量総括表シート、基本情報

入力シート、取組状況入力－共通シート、取組状況入力－工場他シート、取組状況入

力－上水道シート、取組状況入力－下水道シート、取組状況入力－廃棄物シートの８

枚のシート、評価結果確認用シートは、評価書シート、評価結果シート、重み係数シ

ート、評価結果貼付用シートの４枚のシートになっている。 

調書作成用シートは、設備機器に関する入力が必要なシートが 12 シートになってい

る。 

図 3.1 に各シートの構成とその目的を示す。 

評価ツールは、Microsoft Excel 2003 で作成されている。 

なお、評価ツールの使用方法は、地球温暖化対策推進状況評価ツール（第二区分事

業所）の手引きに示す。 
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図 3.1 評価ツールの各シートの構成と目的 

 

メイン 

シート 
第１号様式 
その２ 

基本情報入力 

シート 
第１号様式 
その13 

エネルギー 
使用量総括表 

シート 
第１号様式 
その３ 

取組状況入力シート 
第１号様式 

その14からその22（共通） 
その23からその26（工場他） 

その27（上水道） 
その28、29（下水道） 
その30（廃棄物） 

重み係数 

シート 

評価書 

シート 
第１号様式 
その１ 

評価結果 

シート 
第１号様式 

その４からその12 

評価結果貼付用 

シート 

（重み係数の決定） （評価点の決定） 

（重み係数の確認） 

（複数管理者用使用時） 
（評価結果の表示） 

評価書入力 
用シート 

評価結果 
確認用 
シート 

（評価点・適用範囲補
正係数の決定） 
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調書作成 
用シート 
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ア 評価書入力用シート 

(ア) メインシート（第１号様式その２） 

認定申請事業所の概要等を入力するシートである。 

 

(イ) エネルギー使用量総括表シート（第１号様式その３） 

認定申請事業所のエネルギー消費先比率を算定するために、主要な設備ごとの

エネルギー使用量を入力するシートである。なお、調書を作成することで、主要

な設備のエネルギー使用量を推計することができる。 

 

(ウ) 基本情報入力シート（第１号様式その 13） 

認定申請事業所の対象評価項目について、その評価の基本となる数値を入力す

るシートである。 

調書のある評価項目は、調書を作成することで、自動的に基本情報が入力され

る。 

 

(エ) 取組状況入力シート－共通（第１号様式その 14 からその 22 まで） 

全ての認定申請事業所が入力するシートで、認定申請事業所におけるユーティ

リティ設備等、建築設備及び建物の地球温暖化対策の取組状況の程度を入力する

シートである。認定申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の程度

を選択するか、数値等を記入する。 

調書のある評価項目は、調書を作成することで、自動的に取組状況の程度が入

力される。 

 

(オ) 取組状況入力シート－工場他（第１号様式その 23 からその 26 まで） 

認定申請事業所の主たる用途が工場、研究施設、発電所、発電所（熱供給施設

併設）、その他の場合に入力するシートで、認定申請事業所における生産・プラン

ト・特殊設備の地球温暖化対策の取組状況の程度を入力するシートである。認定

申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の程度を選択するか、数値

等を記入する。 

 

(カ) 取組状況入力シート－上水道（第１号様式その 27） 

認定申請事業所の主たる用途が上水道施設の場合に入力するシートで、認定申

請事業所における上水道施設の地球温暖化対策の取組状況の程度を入力するシー

トである。認定申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の程度を選

択する。 

-35-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

 

 

(キ) 取組状況入力シート－下水道（第１号様式その 28、その 29） 

認定申請事業所の主たる用途が下水道施設の場合に入力するシートで、認定申

請事業所における下水道施設の地球温暖化対策の取組状況の程度を入力するシー

トである。認定申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の程度を選

択する。 

 

(ク) 取組状況入力シート－廃棄物（第１号様式その 30） 

認定申請事業所の主たる用途が廃棄物処理施設の場合に入力するシートで、認

定申請事業所における廃棄物処理施設の地球温暖化対策の取組状況の程度を入力

するシートである。認定申請事業所の対象となる評価項目について、取組状況の

程度を選択する。 

 

イ 評価結果確認用シート 

(ア) 評価書シート（第１号様式その１） 

認定申請事業所の地球温暖化対策推進状況の評価結果を示すシートである。総

合得点及び必須要件によって、当該事業所が優良特定地球温暖化対策事業所（第

二区分事業所）の認定基準を満足しているかどうか確認できる。 

また、要求事項別の評価結果から、認定申請事業所において優れている点や、

今後重点的に取組むべき対策等が確認できる。 

 

(イ) 評価結果シート（第１号様式その４からその 12 まで） 

評価項目ごとの評価分類、評価点、重み係数、得点の確認が可能なシートであ

る。認定申請事業所において、地球温暖化対策に大きく貢献する対策（重み係数

が大きい評価項目）や各評価項目の得点が確認でき、その後の認定申請事業所に

おけるＣＯ２削減対策の計画に役立つ。 

 

(ウ) 重み係数シート 

評価項目ごとの重み係数の内訳を示すシートである。重み係数を決定するため

に入力したメインシート、基本情報入力シート及び調書作成用シートの適用範囲

補正係数に関する入力が正しいかどうか確認できる。 

なお、様式では無いため、提出は不要である。 

 

(エ) 評価結果貼付用シート 

１つの認定申請事業所に複数のエネルギー管理区分がある場合に使用する、地
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球温暖化対策推進状況評価ツール（第二区分事業所）【複数エネルギー管理責任者

用】のためのシートである。認定申請事業所のエネルギー管理区分ごとに各評価

項目の評価分類、不合格の要件、最高得点が示される。 

なお、様式では無いため、提出は不要である。 

 

ウ 調書作成用シート 

(ア) 蒸気ボイラーシート（第２号様式その１） 

全ての蒸気ボイラーの仕様等とそのエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定

められた対策が実施されている蒸気ボイラーを把握するためのシートである。 

 

(イ) 熱源機器シート（第２号様式その２） 

全ての熱源機器の仕様等とそのエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定めら

れた対策が実施されている熱源機器を把握するためのシートである。 

 

(ウ) 冷却塔シート（第２号様式その３） 

全ての冷却塔の仕様とそのエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた

対策が実施されている冷却塔を把握するためのシートである。 

 

(エ) 熱源ポンプシート（第２号様式その４） 

電動機出力 7.5kW 以上の全ての熱源ポンプの仕様とそのエネルギー使用量、認定

基準の評価項目に定められた対策が実施されている熱源ポンプを把握するためのシ

ートである。 

 

(オ) 変圧器シート（第２号様式その５） 

変圧器容量 100kVA 以上の全ての変圧器の仕様とエネルギー使用量、認定基準の評

価項目に定められた対策が実施されている変圧器を把握するためのシートである。 

 

(カ) エアコンプレッサーシート（第２号様式その６） 

電動機出力 7.5kW 以上（可搬式のものを除く。）の全てのエアコンプレッサーの仕

様とエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されているコ

ンプレッサーを把握するためのシートである。 

 

(キ) 給水・排水処理設備シート（第２号様式その７） 

電動機出力 7.5kW 以上の全ての給水ポンプ、排水処理用ポンプ・ブロワの仕様と

エネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されている給水ポ

ンプ、排水処理用ポンプ・ブロワを把握するためのシートである。 
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(ク) パッケージ形空調機シート（第２号様式その８、９） 

8HP 相当（定格冷房能力 22.4kW）以上の全てのパッケージ形空調機の仕様とエ

ネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されているパッケー

ジ形空調機を把握するためのシートである。 

 

(ケ) 空調機シート（第２号様式その 10、11） 

電動機出力 7.5kW 以上の全ての空調機（ユニット形空気調和機、コンパクト形空

気調和機、システム形空気調和機、全熱交換器をいう。ただしパッケージ形空調機

を除く。）の仕様とエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた対策が実施

されている空調機を把握するためのシートである。 

 

(コ) 空調・換気用ファンシート（第２号様式その 12） 

電動機出力 7.5kW 以上の全ての空調・換気用ファン（単相ファンを除く。）の仕様

とエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められた対策が実施されている空

調・換気用ファンを把握するためのシートである。 

 

(サ) 照明器具シート（第２号様式その 13） 

生産装置及び局所的に設置してあるものを除く、照明ランプの定格消費電力が 32W

以上の照明器具におけるランプ種類と仕様、エネルギー使用量、認定基準の評価項

目に定められた対策が実施されている照明器具を把握するためのシートである。 

 

(シ) 昇降機シート（第２号様式その 14） 

全てのエレベーターの仕様とエネルギー使用量、認定基準の評価項目に定められ

た対策が実施されているエレベーターを把握するためのシートである。 

 

(４) 地球温暖化対策推進状況評価ツール【複数エネルギー管理責任者用】の概要 

評価ツール（複数管理者用）は、評価書入力用シートと評価結果確認用シートの３

枚のシートから構成されている。評価書入力用シートとして、複数管理者用メインシ

ート、複数管理者用評価結果シート、評価結果確認用シートとして、複数管理者用評

価書シートがある。 

評価ツール（複数管理者用）は、エネルギー管理区分ごとに作成した評価結果を集

計するためのものであり、評価ツールを使用して、エネルギー管理区分ごとの評価を

行った後に使用するものである。複数管理者用メインシートに認定申請事業所全体の

概要等を入力し、複数管理者用評価結果シートに、エネルギー管理区分ごとの評価ツ

ールの評価結果貼付用シートの内容を貼付けることで、認定申請事業所全体の評価結
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果が示されるようになっている。 

評価ツール（複数管理者用）では、最大６つのエネルギー管理責任者までの対応が

可能である。 

図 3.2 に評価ツール（複数管理者用）の各シートの構成とその目的を示す。 

評価ツール（複数管理者用）も評価ツールと同様に、Microsoft Excel 2003 で作成

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 評価ツール（複数管理者用）の各シートの構成と目的 
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ア 評価書入力用シート 

(ア) 複数管理者用メインシート（第１号様式その 32） 

認定申請事業所の全体概要等を入力するシートである。 

 

(イ) 複数管理者用評価結果シート（第１号様式その 33 からその 40 まで） 

エネルギー管理責任者ごとに作成した評価ツールの評価結果貼付用シートの内

容を値貼り付けするシートである。 

最大で６つの評価ツールの内容が貼付可能となっている。 

 

イ 評価結果確認用シート 

(ア) 複数管理者用評価書シート（第１号様式その 31） 

認定申請事業所全体の地球温暖化対策推進状況の評価結果を示すシートである。

総合得点及び必須要件によって、当該事業所が優良特定地球温暖化対策事業所（第

二区分事業所）の認定基準を満足しているかどうか確認できる。 

また、要求事項別の評価結果から、認定申請事業所において優れている点や、

今後重点的に取組むべき対策等が確認できる。 
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３ 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成フロー 

 

評価書には、認定申請事業所における地球温暖化対策の推進の程度を評価する項目（以

下、「評価項目」という。）が設定されており、Ⅰ 一般管理事項、Ⅱ設備及び建物の性能

に関する事項、Ⅲ設備及び事業所の運用に関する事項に分類されている。評価項目の内

容は非常に多岐に渡っているため、評価書の作成に当たっては、統括管理者や技術管理

者、エネルギー管理責任者等を評価書作成の責任者に定め、複数の関係者に協力を求め

るなど、組織的に対応することが望ましい。 

図 3.3 に評価書の作成フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ：地球温暖化対策推進状況評価書【複数エネルギー管理責任者用】を作

成する場合 

 

図 3.3 評価書等の作成フロー図 

 

（１） 必須項目の概略評価 

（２） 評価項目の選択 

（３） 根拠書類の準備 

（４） 評価ツールへの入力 

（５） 評価結果の確認 

（１）’ 事業所全体での確認 

（４）’ 評価ツール（複数管理者用）への入力 

（６） 提出書類の作成 
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（１）必須項目の概略評価 

評価書の作成には、かなりの時間と労力を要するため、最初に必須項目の概略評価

を行い、認定基準にあるトップレベル事業所等の必須要件を満足しているかどうかを

確認する。 

必須項目の取組状況の程度が、選択肢において最も低い取組状況である（概ね評価

点が０点の場合）数によっては、トップレベル事業所等の必須要件を満足しないため、

優良特定地球温暖化対策事業所の認定を受けることはできなくなる。 

 

(１)’ 認定申請事業所全体での確認 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理責任者ごとに必須項

目の概略評価を行い、認定基準にある複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の

トップレベル事業所等の必須要件を満足しているかどうかを確認する。 

 

（２）評価項目の選択 

（１）でトップレベル事業所等の必須要件を満足している場合、又は現状の把握の

ために評価を行う場合は、次に評価対象とする評価項目を選択する。 

評価書の作成においては、対象評価項目は根拠書類等を準備することが必要となり、

評価項目によっては、調書を作成する必要がある。 

そのため、あらかじめ対象評価項目を選択しておくことで、それ以外の評価項目に

ついて、根拠書類の準備や調書の作成の作業が不要となるため、評価書の作成作業の

軽減が図れる。 

 

(３) 根拠書類の準備 

調書の作成及び対象評価項目に関する根拠書類を準備する。 

 

(４) 評価ツールへの入力 

（３）の根拠書類に基づき、評価ツールを使用して、評価書及び調書を作成する。 

この時、評価ツールのメインシート、エネルギー使用量総括表シート、基本情報入

力シート及び基本情報シートの適用範囲補正係数に影響のある調書の左側（基本情報）

を先に入力し、重み係数を確認する。その後、取組状況入力シート、調書の右側（取

組状況の程度）を入力する。 

なお、調書のある評価項目（別表第１ 地球温暖化対策推進状況に係る調書等一覧

表参照）において、調書の入力を簡略化して、大まかな評価結果を確認したい場合は、

評価したい評価項目の調書の取組状況の程度の欄の割合が想定値となるようにダミー

で入力することで対応可能である。 
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認定申請事業所に複数のエネルギー管理責任者が存在する場合、エネルギー管理区

分ごとに、根拠書類を準備し、根拠書類に基づき、調書を作成する。 

 

(４)’評価ツール（複数管理者用）への入力 

評価ツール（複数管理者用）を使用して、評価書（複数管理者用）を作成する場合、

エネルギー管理責任者ごとに評価ツールを使用して評価書を作成し、それぞれの評価

結果貼付用シートの結果を評価ツール（複数管理者用）に値貼り付けとする。 

 

(５) 評価結果の確認 

評価ツールへの入力が終了すると、自動的に総合得点が評価書シートに示される。

認定申請事業所は、評価結果が認定基準を満足しているかどうかを確認する。 

 

(６) 提出書類の作成 

評価結果が認定基準を満足している場合は、登録検証機関へ検証を依頼する。認定

基準を満足していない場合でも、登録検証機関へ検証を依頼することは可能であるが、

検証を行った結果、認定申請事業所の総合得点が高くなる可能性は極めて低いことに

留意する。 

登録検証機関へ検証を依頼する際には、評価結果を評価書及び調書として取りまと

めて提出する。 

評価書は第１号様式その１からその 30 までを、調書は第２号様式その１からその 30

までをそれぞれ順番に取りまとめる。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、評価書は、認定申請事業所全体で集

計した第１号様式その 31 からその 40 までを順番に綴じた後に、エネルギー管理責任

者ごとに作成した第１号様式その１からその 30 までを、評価 No.の順番で綴じて取り

まとめる。調書は、エネルギー管理責任者ごとに作成した第２号様式その１からその

14 を、評価 No.の順番で綴じて取りまとめる。 

 

-43-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

 

＜参考＞  ～必須項目の概略評価の方法～ 

 

必須項目の概略評価は、評価ツールの入力用シートであるメインシート、

取組状況シート、評価結果確認用シートである評価結果シートを使用して

行う。以下にその手順について示す。 

  

手順１．評価項目ごとの評価分類を決定する。 

 必須項目のみを評価するために、評価項目ごとの評価分類を決定する。こ

れは以下の方法で行う。 

 ①メインシートの施設用途の欄で、認定申請事業所の施設用途を選択する。 

 ②設備機器ごとの調書作成用シートにおいて、以下の項目に設定されてい

る設置年度の欄に該当する設備の設置年度を入力する。 

Ⅱ．設備及び建物の性能に関する事項 

1a.1 高効率蒸気ボイラーの導入  1b.1 高効率熱源機器の導入 

1d.1 高効率変圧器の導入     3b.1 高効率エアコンプレッサーの導入 

 

手順２．必須項目ごとに評価を実施する。 

 取組状況シート評価項目の No.の欄の左側に「◎」の印がある項目について、

概略評価を実施する。この時の概略評価は、必要であれば根拠書類を準備し

て、調書を作成する。 

  

手順３．評価結果を確認する。 

必須項目である評価項目について、評価結果シートの不合格の要件の欄の

「×」の印の数が、認定基準にあるトップレベル事業所等の必須要件に満足

しているかどうかを確認する。 

 

● 複数のエネルギー管理責任者が存在する場合 

認定申請事業所において、評価ツール（複数管理者用）を用いて、評価を

実施する場合、エネルギー管理区分ごとに前頁の手順１から２を実施する。

手順３は、エネルギー管理区分ごとの評価結果をもとに、認定基準にあるト

ップレベル事業所等の必須要件に満足しているかどうかを確認する。 
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 ＜参考＞  トップレベル事業所等の必須要件（認定基準より抜粋）  

３ 評価項目及び総合得点算定方法 

（２）トップレベル事業所等の必須要件 

必須項目である評価項目について、それぞれ、次のとおり不合格要件を

定める。 

ア 「１ａ．１高効率蒸気ボイラーの導入」の不合格要件 

設置年度が平成７年度（1995 年度）より前又は平成 24 年度（2012

年度）より後の蒸気ボイラーを 1 台でも使用している場合であって、

全ての蒸気ボイラーのボイラー効率が、ボイラー機種に応じて別表第

２の表１．３の水準の欄に掲げる数値未満であること。 

イ 「１ｂ．１高効率熱源機器の導入」の不合格要件 

設置年度が平成７年度（1995 年度）より前又は平成 24 年度（2012

年度）より後の熱源機器を 1 台でも使用している場合であって、全て

の熱源機器の定格ＣＯＰ又はボイラー効率が、熱源機種に応じて別表

第２の表２．３又は表２．４の水準の欄に掲げる数値未満であること。 

ウ ア及びイ以外の評価項目の不合格要件 

当該評価項目の取組状況の程度が、別表第２の取組状況の程度の欄

に掲げる選択肢において最も低い取組状況であること。 

 

（４）複数のエネルギー管理責任者が存在する場合の総合得点の算定方法 

イ トップレベル事業所等の必須要件 

トップレベル事業所等の必須要件は、３（２）のとおり判断を行う

ものとするが、複数のエネルギー管理責任者が存在する場合には、次

に定めるところにより必須要件を満足しているかどうかを判断するも

のとする。 

必須項目である評価項目について、エネルギー管理責任者の中に不

合格要件に該当しない者が一人でもいる場合には、当該評価項目につ

いて、認定申請事業所としては不合格要件に該当しないものと判断す

る。 
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第２章 地球温暖化対策推進状況評価書等の作成方法 

 

１ 評価書・調書の作成上の留意点 

 

(１) 評価の対象範囲について 

評価の対象範囲は、事業所内の予備機を含む全ての設備であるが、次のア又はイに

該当する場合については、それぞれア又はイに規定した取扱いとする。 

 

ア 基準排出量の計算において除外された小規模原単位排出源の取扱いについて 

基準排出量の計算において除外された小規模原単位排出源は、評価対象外とする。 

 

イ 建物を複数持つ場合の評価対象からの除外について 

原則として、事業所全体を評価対象とするが、認定申請事業所の棟数が５棟以上で、

かつ延床面積の合計が 10 万㎡以上の場合は、延床面積が 2,000 ㎡未満の建物（変電所

やエネルギーセンターなどのエネルギー供給施設を除く。）についての評価は、ユーテ

ィリティ設備及び生産・プラント・特殊設備のみとし、建築設備については、当該事

業所全体のエネルギー消費量の 20％未満の範囲内で、評価対象から除外することがで

きる。 

 

ウ 小型機器の取扱いについて 

調書の作成が必要な設備のうち、調書への記入が不要な小型機器は、評価対象から

除外することができる。 

生産・プラント・特殊設備、上水道施設、下水道施設及び廃棄物処理施設の設備の

うち、定格消費電力又は電動機出力が 7.5kW 未満の電気を使用する設備は、評価対象

から除外することができる。 

 

エ 防災設備等について 

通常時使用していない非常用発電設備及び防災設備は、評価対象外とする。 

 

(２) 保守に関する項目に係る留意点 

保守に関する評価項目は、適切な頻度で実施されていることを評価するが、その頻

度については、ア又はイに規定した取扱いとする。 

 

ア 保守の実績がある場合 

保守の実績がある場合にあっては、申請の前年度末日（以下「末日」という。）以前

のうち末日に最も近い保守の実施日と末日の間隔と、末日において自己評価を行う事
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業所で定められている保守の実施予定の間隔（以下「保守予定間隔」という。）とのう

ち、長い方の間隔により求められる保守の実施頻度とする。 

 

イ 保守の実績がない場合 

保守の実績がない場合にあっては、末日と事業所の竣工日の間隔と保守予定間隔と

のうち、長い方の間隔により求められる保守の実施頻度とする。ただし、保守予定間

隔がない場合にあっては、保守の実施頻度は実施無しとする。 

 

 

＜参考＞  ～保守に関する評価項目の評価方法～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 評価ツール（複数管理者用）の使用に係る留意点 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合は、認定基準の条件（① 複数のエネル

ギー管理責任者が存在する場合、② 評価項目の取組状況の一括した把握が難しい場合、

③エネルギー管理責任者ごとのエネルギー管理区分の範囲及びエネルギー管理区分ご

とのエネルギー使用量が明確に区別できる場合）を全て満たしていることを必ず確認

する。なお、認定基準の条件を満たしている場合であっても、熱源・熱搬送設備又は

給排水設備を共用しているときは、その部分に評価ツール（複数管理者用）を使用す

ることはできない。 

 

(４) その他の留意点 

Ⅰ 一般管理事項のうち 3.1～3.2、3.4、3.6 及び 4.8 の評価項目及びⅡ 建物及び設

備性能に関する事項において採用したシステム及び制御手法は、運用上も活用してい

る場合において評価する。 

 

竣工 申請前年度末

３年間 ５年間

保守実施

①：保守の実績を確認する

②：申請前年度末時点での文書化された保守予定周期を確認する

４年間

③：①と②を比較して、取組状況の判断を行う

①は５年間、②は４年間。したがって、取組状況は５年間に１回となる。

直近の周期ではないので、保
守の実績として採用できない

直近の周期であるこちらを
保守の実績として採用する
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２ 評価書の作成方法 

 

評価書の作成方法、各項目の解説及び判断基準は、以下の通りとする。 

 

(１) 第１号様式その２、その 32※（メインシート）※（複数管理者用のみ） 

ア 評価・検証の概要 

(ア) 認定申請年度・報告年度 

認定申請の場合、認定申請の欄に認定申請年度を西暦で記入する。 

報告の場合、認定申請の欄の選択肢から報告を選択し、報告年度を西暦で記入

する。また、報告に選択した際に、新たに右側に表示される認定申請の欄に認定

申請年度を西暦で記入する。 

 

(イ) 評価日 

評価日は、事業者自らの評価が完了した日とし、年月日を西暦で記入する。 

 

(ウ) 評価者 

評価者は、評価に対する責任者とし、会社名等、所属、氏名を記入する。 

 

(エ) 検証日 

検証日は、検証が終了した時に、登録検証機関より提出される検証結果報告書

の日付とし、年月日を西暦で記入する。 

 

(オ) 検証者 

検証者は、検証業務を依頼した登録検証機関及び検証主任者の会社名等、所属、

氏名を記入する。 

 

イ 事業所の概要 

(ア) 指定番号 

指定番号は、規則第４条の６に規定される第１号様式の４ 特定地球温暖化対

策事業所指定通知書（以下「指定通知書」という。）と同一の番号を記入する。 

 

(イ) 地球温暖化対策の事業者の氏名、事業所の名称、評価 No. 

地球温暖化対策の事業者の氏名及び事業所の名称は、指定通知書と同一のもの

を記入し、評価 No.は空欄のままとする。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理区分ごとに評価

No.を割り振り、第１号様式その２はエネルギー管理区分ごとの判別ができる氏名
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及び名称を記入し、評価 No.の欄の番号を選択する。第１号様式その 32 は指定通

知書と同一のものを記入する。 

 

(ウ) 主たる用途 

主たる用途は、工場、上水道施設、下水道施設、廃棄物処理施設、発電所、発

電所（熱供給施設併設）、その他の中から、認定申請事業所の主たる事業で判断し、

該当する主たる用途を選択する。上記用途のいずれにも該当しない場合、その他

を選択する。 

認定申請事業所において複数の用途が存在する場合、主たる用途は、エネルギ

ー使用量の大きさで判断し、最もエネルギー使用量の大きい用途とする。 

電気事業の用に供する発電所の場合であって、その発電所に熱供給施設が併設

されている場合は、発電所（熱供給施設併設）を選択する。 

主たる用途は、工場・プラント・特殊設備、上水道施設、下水道施設、廃棄物

処理施設の評価項目のいずれかを選択するための判断に用いるため、必ず選択す

る。評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、第１号様式その２及びその 32

ともに同一の用途を選択する。 

 

(エ) 敷地面積 

敷地面積は、建築確認申請書又は計画通知書にある認定申請事業所全体の敷地

面積とし、特定地球温暖化対策事業所が別敷地の複数の建物で構成される場合、

それぞれの敷地面積の合計値を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が発電所（熱供給施設併設）の場合、空欄のまま

とする。 

 

(オ) 階数 

階数は、認定申請事業所全体の中の主たる建物又は最も階数の多い建物の地上

階数を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が発電所、発電所（熱供給施設併設）の場合、空

欄のままとする。 

 

(カ) 基準排出量 

基準排出量は、規則第４条の 18 第３項に規定される第１号様式の 12 による基

準排出量決定通知書により東京都から通知された数値を記入する。ただし、優良

特定地球温暖化対策事業所の申請を行う事業所で、基準排出量が確定していない

場合には、申請を行った数値を記入する。 

 

-49-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

(キ) 棟数 

棟数は、認定申請事業所全体の建築基準法に基づく棟数又は地上部分の主要な

建物の棟数のいずれかを記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が発電所、発電所（熱供給施設併設）の場合、空

欄のままとする。 

 

(ク) 延床面積又は事業所の床面積 

延床面積又は事業所の床面積は、建築基準法に基づく認定申請事業所全体の総

延床面積（容積対象外部分も含む。）を記入する。建物内に別事業所となっている

熱供給施設又は電気事業用の発電所がある場合、延床面積からその部分の床面積

を除いた床面積を記入する。 

評価ツール（複数管理者用）を使用する場合、エネルギー管理責任者ごとの評

価は、評価対象部分の床面積を記入する。認定申請事業所全体の集計を行う場合、

認定申請事業所全体の総延床面積を記入する。 

認定申請事業所の主たる用途が発電所（熱供給施設併設）の場合、供給対象延

床面積とする。 

認定申請事業所にプレハブ建屋がある場合であって、そのプレハブ建屋を１年

以上使用する場合は、その床面積も含めた床面積を記入する。 

この項目は、前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績の原単

位の算出に使用しているため、主たる用途が発電所、発電所（熱供給施設併設）

以外の認定申請事業所は、必ず記入する。 

 

(ケ) 竣工年月（西暦） 

竣工年月は、認定申請事業所内に竣工年月が異なる複数の建物がある場合、最

も古い建物の竣工年月を西暦で記入する。また、複数エネルギー管理責任者用を

用いる場合も、認定申請事業所全体の中で最も古い建物の竣工年月を西暦で記入

する。ただし、その延べ床面積の合計値が、認定申請事業所全体の延床面積の６％

に満たない場合は含めないものとする。また、１（１）イの取扱いにより、事業

所内にある建物を評価から除外する場合も含めないものとする。 

仮使用の場合にあっては、最初の仮使用承認通知書発行日を当該建物の竣工年

月とすることができる。 

認定申請事業所の主たる用途が発電所又は発電所（熱供給施設併設）の場合、

供給開始年月を記入する。 

 

(コ) 前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績 

前年度ＣＯ２排出量実績は、排出量算定ガイドラインに基づき、前年度のエネル
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ギー使用量の実績値に排出係数を乗じて得た数値を記入する。 

前年度一次エネルギー消費量実績は、排出量算定ガイドラインに基づき、前年

度のエネルギー使用量の実績値に、単位発熱量又は一次エネルギー換算係数を乗

じて得た数値を記入する。 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとの評価

は、評価対象部分の前年度ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績を

記入する。認定申請事業所全体の集計を行う場合、認定申請事業所全体の前年度

ＣＯ２排出量実績、前年度一次エネルギー消費量実績を記入する。 

前年度一次エネルギー消費量実績は、再生可能エネルギー・未利用エネルギー

システムの年間依存率の算出に使用しているため、必ず記入する。 

 

ウ 用途別床面積 

認定基準 別表第７ の含まれる用途の欄に該当する室の床面積を床面積の欄に

それぞれ記入する。床面積は、前年度末時点の各用途の廊下、便所等の共用部分を

含んだ建築基準法に基づく面積とし、複合用途の場合は全体共用面積を、駐車場を

除いた各用途の面積比で案分したものを、駐車場を除いた各用途の面積に加えた数

値とする。 

原則として、床面積の合計の欄の数値が、延床面積又は事業所の床面積の欄の数

値と等しくなるように記入する。 

建物内に熱供給施設があり、別事業所となっている場合、その部分の床面積は記

入しない。また、認定申請事業所内に、同一事業所となっている地域冷暖房がある

場合は、熱供給施設の欄は空欄とし、該当する地域冷暖房の床面積は全体共用面積

として、各用途に案分する。 

守衛所、休憩室、管理室等は各用途の共用部分として扱う。 

評価ツール（複数管理者用）を用いる場合、第１号様式その２におけるエネルギ

ー管理責任者ごとの評価は、評価対象部分の床面積を記入する。認定申請事業所全

体の集計を行う場合、エネルギー管理責任者ごとに割り振った番号の欄に、評価対

象部分の床面積を記入する。 

 

エ エネルギー消費先比率 

エネルギー消費量については、事業所の全ての設備のエネルギー消費量を把握し

なければならない。 

エネルギー使用量の把握方法は原則として、実測値又は推計値（ただし、計量設

備により把握した実測値又は設備仕様及び実稼動条件に基づく推計値に限る。）とす

る。ただし、エネルギー消費量が小さいものに関しては、単位面積当たりのエネル

ギー消費量等に基づく推計により求めてもよいこととする。 
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エネルギー消費先区分の細目ごとのエネルギー使用量は、実測値の欄に計量設備

により把握した実測値を、採用値の欄にその数値を記入する。原則、エネルギー消

費先区分の細目ごとの採用値は、第１号様式その３のエネルギー使用量総括表のエ

ネルギー消費先区分の細目ごとのエネルギー使用量を集計した数値を使用すること

とするが、エネルギー使用量総括表での把握が難しいもの（コンセント等）につい

て、計量設備により把握した実測値又は推計値（ただし、計量設備により把握した

実測値又は設備仕様及び実稼動条件に基づく推計値に限る。）がある場合は、エネル

ギー使用量総括表の数値を補正し、採用値の欄に数値を記入してもよい。 

評価ツール（複数管理者用）を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとの評価は、

評価対象部分のエネルギー消費先区分の細目ごとのエネルギー使用量を記入する。

認定申請事業所全体の集計を行う場合、エネルギー管理責任者ごとに割り振った番

号の欄に、評価対象部分のエネルギー消費先区分の細目ごとのエネルギー使用量を

記入する。 

ただし、トップレベル審査委員会において、エネルギー消費先比率が一般的な割

合に比べて著しく異なると判断される場合又は認定申請事業所の実態に合わないと

判断される場合、東京都はエネルギー消費先比率を修正することができるものとす

る。 

 

(２) 第１号様式その３（エネルギー使用量総括表シート） 

認定申請事業所全体のエネルギー使用設備について、その管理区分、種類、容量、

台数等などの仕様、エネルギー使用量、エネルギー消費先区分を記入し、調書から転

記した行は、調書の欄に「○」の印を記入する。 

エネルギー使用量総括表は、認定申請事業所全体のエネルギー消費先別の設備の概

要やエネルギー使用量が把握できるように作成し、認定申請事業所のエネルギー使用

設備を漏れなく記入する。特に、空調機で使用する熱量等、使用端側の熱量について、

記入漏れがないように注意する。 

第２号様式の調書を作成することで、エネルギー使用量総括表に記入するエネルギ

ー使用設備におけるエネルギー使用量等の大部分を把握することができるが、評価の

対象は調書の作成により把握できる設備以外のものもあるため、評価対象とする設備

や機器については、認定申請事業所において適宜エネルギー使用量を把握しなければ

ならない。 

調書に記載の無い設備を、エネルギー使用量総括表に記載する場合は、その設備の

エネルギー使用量の算出根拠等について、根拠書類を作成し、それについて説明がで

きるようにする。 

なお、調書を作成する必要がない認定申請事業所の設備機器については、調書の内

容を反映した行とは分けて記入する。 
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調書の内容を評価書のエネルギー使用量総括表に反映させる場合、各設備の管理区

分、設備・機器の種類、容量、台数等、エネルギー使用量は、原則として、同一管理

区分の同一設備を、１行にまとめて記入することとし、設備・機器の容量等は、主要

なものを記載することとする。ただし、同一管理区分の同一設備をまとめることによ

り、認定申請事業所のエネルギー消費特性の概要が把握できなくなる場合は、この限

りではなく、同一管理区分の同一設備にあっても、エネルギー使用量の大きい設備と

エネルギー使用量の小さい設備で行を分けて記入することとする。また、同一管理区

分の同一設備の場合であって、エネルギー消費先区分が２種類以上ある場合は、エネ

ルギー消費先区分ごとに行を分けて記入する。この場合、設備・機器の種類、容量、

台数等は同じものとなる。 

なお、排熱ボイラーのエネルギー使用量等、排熱を利用した設備のエネルギー使用

量については、記入しない。 

 

ア 管理区分、設備・機器 

認定申請事業所におけるエネルギー使用設備の管理区分と設備・機器の種類、容量、

台数等を記入する。管理区分は建屋や工程等が挙げられる。 

 

イ エネルギー使用量 

燃料の使用量（GJ/年）及び電気の使用量（MWh/年）並びに熱の使用量（GJ/年）を

それぞれ記入する。ただし、設備のエネルギー使用量の実績値が不明である場合、定

格値、稼働時間等から推計した数値を記入する。 

エネルギー使用量については、原則グロスで記入する。 

ここで言うグロスとは、個々の設備による使用量の実績の積み上げのこととし、図

3.4 に示すような場合にあっては、蒸気吸収冷凍機の熱のエネルギー使用量は B2、電

気のエネルギー使用量はE2となる。また、空調機の熱のエネルギー使用量はB3+R1+R2、

電気のエネルギー使用量は E4 となる。 

エネルギー使用量は単位が指定されているため、必要な場合は、排出量算定ガイド

ライン及び別表第２ 単位換算表を用いて指定の単位に換算する。 

事業所全体合計の欄には、前年度の燃料の使用量、電気の使用量を記入する。ただ

し、認定申請事業所において複数の燃料を使用している場合、燃料の欄にはその合計

の数値を記入する。また、認定申請事業所に常用発電機又はコージェネレーション設

備がある場合は、電気の欄には他人から供給された電気の使用量と発電した電気の使

用量の合計値を記入する。 

エネルギー使用量は、事業所全体合計の欄の数値と合計の欄の数値が一致するよう

に記入する。 
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電力会社 

E(千 kWh) ボイラー 
補機 

燃料 

（ガス、重油等）

B(GJ) 

パッケージ 

エアコン 

給湯器 

 

 

 

空気調和機 

ボイラー 

E1 

B0

蒸気吸収式冷凍機 
COP:C1 

ターボ冷凍機 
COP:C2 

冷凍機補機 

E2 

E3 R2 冷水 

R1冷水 

B3 蒸気

B4 蒸気

E6 

E4 

自家発 

発電電力 EG 

発電機補機 

E5 

B2 蒸気 

G0 

B1 蒸気

 

管理区分 
設備・機器 

種類・容量・台数等 

エネルギー使用量 

燃料（GJ/年） 電気（MWh/年） 熱（GJ/年） 

○○部門 

ボイラー B0 E1  

蒸気吸収式冷凍機  E2 B2 

空気調和機  E4 B3+R1+R2 

ターボ冷凍機  E3  

パッケージエアコン  E6  

給湯器   B4 

自家発 G0 E5  

合計のエネルギー使用量 B0+G0 E1+E2+E3+E4+E5+E6 B2+B3+B4+R1+R2 

 

図 3.4  エネルギー使用量の考え方 

 

 

ウ エネルギー消費先区分 

エネルギー消費先区分は、設備・機器のエネルギー消費先として適切なものを認定

基準 別表第５ に示されるエネルギー消費先区分の細目の中から選択する。エネル

ギー消費先の区分は、事業所の主たる用途により異なるため、注意する。 

建屋の給排気に使用しているファンは換気を選択するが、生産・プロセスで使用さ

れるブロワ・ファン・ポンプは、電動力応用を選択する。また、特殊排気に関わるブ

-54-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

ロワ・ファン等は電動力応用を選択し、純水供給に関わるポンプ等は純水供給を選択

する。 

クリーンルームや恒温恒湿室の空調に使用されるパッケージ形空調機は、特殊パッ

ケージ空調を選択し、クリーンルームや恒温恒湿室の空調に使用される空調機は特殊

空調機を選択する。 

 

(３) 第１号様式その１３（基本情報入力シート） 

適用範囲補正係数を算出するためのものであり、調書のある評価対象は、自動計算

され、調書の無い評価対象は数値を記入する。ただし、該当する設備等が無い場合、

その評価対象の数値は空欄のままとする。 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、それぞれの評価対象部分のみを対象と

する。 

 

ア No.1 熱源ポンプ総電動機出力 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての熱源ポンプの電動機出力の合計値

とし、調書 熱源ポンプ（第２号様式その５）より自動計算される。 

 

イ No.2 熱源２次ポンプ総電動機出力 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての熱源２次ポンプの電動機出力の合

計値とし、調書 熱源ポンプ（第２号様式その５）より自動計算される。 

 

ウ No.3 熱源１次ポンプ総電動機出力 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての熱源１次ポンプの電動機出力の合

計値とし、調書 熱源ポンプ（第２号様式その５）より自動計算される。 

 

エ No.4 冷却水ポンプ総電動機出力 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての冷却水ポンプの電動機出力の合計

値とし、調書 熱源ポンプ（第２号様式その５）より自動計算される。 

 

オ No.5 事業所全体の建物外皮からの熱負荷 

事業所全体の建物外皮からの熱負荷想定値で、第１号様式その２（メインシー

ト） 用途別床面積 床面積の欄に数値を記入すると自動計算される。 

 

カ No.6 事務所の建物外皮からの熱負荷 

事務所の建物外皮からの熱負荷想定値で、第１号様式その２（メインシート） 

用途別床面積 事務所の床面積の欄に数値を記入すると自動計算される。 
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キ No.7 事務室の床面積 

事務室として使用されている部分（廊下等の共用部分を除く。）の床面積の合計

値を記入する。第１号様式その２（メインシート）における用途別床面積の事務

所には、廊下等の共用部分を含んでいるため、同一の値とはならない。 

 

ク No.8 燃焼設備総定格燃料消費量 

予備機を含む全ての燃焼設備の定格燃料消費量の合計値を記入する。 

 

ケ No.9 通風装置のある燃焼設備総定格燃料消費量 

予備機を含む全ての燃焼設備のうち通風装置があるものの定格燃料消費量の合

計値を記入する。 

 

コ No.10 電動力応用設備総電動機出力 

予備機を含む電動機出力が 7.5kW 以上の電動力応用設備の電動機出力の合計値

を記入する。 

 

サ No.11 通風装置総電動機出力 

予備機を含む全ての燃焼設備に設置された電動機出力が 7.5kW 以上の通風装置

の電動機出力の合計値を記入する。 

 

シ No.12 複数の電動機を使用する設備総電動機出力 

予備機を含む電動機出力が 7.5kW 以上の複数の電動機を使用する設備の電動機

出力の合計値を記入する。複数の電動機を使用する設備とは、生産プロセスにお

いて、複数の電動機があり、負荷に応じて電動機の台数制御が可能なものを対象

とする。 

 

ス No.13 電気加熱設備総定格消費電力 

予備機を含む定格消費電力が 7.5kW 以上の電気加熱設備の定格消費電力の合計

値を記入する。 

 

セ No.14 電気溶接機総定格消費電力 

予備機を含む定格消費電力が 7.5kW 以上の電気溶接機の定格消費電力の合計値

を記入する。 
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ソ No.15 成型機総定格消費電力 

予備機を含む定格消費電力が 7.5kW 以上の成型機の定格消費電力の合計値を記

入する。 

 

タ No.16 クレーン総電動機出力 

予備機を含む電動機出力が 7.5kW 以上のクレーンの定格電動機出力の合計値を

記入する。 

 

チ No.17 生産プロセス用ポンプ総電動機出力 

予備機を含む電動機出力が 7.5kW 以上の生産プロセス用ポンプの定格電動機出

力の合計値を記入する。 

 

ツ No.18 生産プロセス用ブロワ・ファン総電動機出力 

予備機を含む電動機出力が 7.5kW 以上の生産プロセス用ブロワ・ファンの定格

電動機出力の合計値を記入する。 

 

テ No.19 待機状態のある電気使用設備総定格消費電力 

生産プロセス用の定格消費電力又は電動機出力が 7.5kW 以上の電気使用設備に

おいて待機状態がある設備の消費電力の合計値を記入する。待機状態がある設備

とは、非使用時に電気使用設備の停止又は１次側電源遮断が可能なものを対象と

する。 

 

(４) 第１号様式その 14 からその 30（取組状況入力シート） 

各評価項目は、「第３章 各評価項目の解説」の取組状況の程度の選択又は記入に係

る判断基準に準じて評価する。 

黄色のセルは、選択肢のある評価項目で、選択肢の中から該当するものを選択し、

オレンジ色のセルは、直接記入が必要な部分で、文字又は数値を直接記入し、また、

白色のセルは、「第３章 各評価項目の解説」及び別表第１に示す調書のある評価項目

で、調書を作成することで、評価結果が自動的に反映される。 

認定基準にある居室とは、居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目

的のために継続的に使用する室で、便所等の一時的に使用される室、廊下、階段室、

EV ホール、エントランス等の移動のための空間、設備室、倉庫等通常人が使用しない

室及び厨房は居室に該当しないものとする。 

 

(５) 第１号様式その 33 からその 40（複数管理者用評価結果シート）※複数管理者用のみ 

複数エネルギー管理責任者用を用いる場合、エネルギー管理責任者ごとの評価結果
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を評価結果貼付用シートからコピーし、評価 No.の各欄に値の貼り付けを行うと、認定

申請事業所全体の評価結果が自動計算される。 
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３ 調書の作成方法 

 

調書は、検証の対象となるため、別表第１ 地球温暖化対策推進状況に係る調書等一

覧表の根拠書類の欄に示すような根拠書類に基づき、それらと調書との整合が確認でき

るように作成する。 

メーカー回答書を根拠書類とする場合は、その書類に日付、メーカー名、責任者の氏

名、部署名、連絡先、押印（認印を含む。）が必要となる。 

 

(１) 各調書に共通する事項 

評価に必要となる調書は、「第１章 ２(２)調書の概要」に示すとおりで、それぞれの

調書に共通する作成方法は、以下のとおりとする。 

調書には評価対象となっている全ての設備機器について、取組状況の程度にかかわら

ず記入する。 

調書は主に、３つの部分に分かれており、２重線で区分されている。 

調書の２重線左側部分の各欄は、設備機器の仕様や台数などの基本情報に関わるもの

で、（２）に準じて、文字又は数値を記入する。使用用途の欄は、該当する設備について、

該当する使用用途がある場合、「○」の印を選択する。 

調書の２重線中央部分の各評価項目の欄は、Ⅱ．建物及び設備性能に関する事項の評

価項目に掲げられている省エネルギー対策（以下、「省エネ対策」という。）が示されて

いる。「第３章 各評価項目の解説」の取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準に

適合した省エネ対策が導入され、運用上も利用されている場合、「○」の印を選択する。

作成方法の詳細については、「第３章 各評価項目の解説」を参照する。 

なお、重複して評価できないものを重複して評価している場合や割合で評価するもの

で分母との関係が食い違っている場合など、調書の整合性に問題があるときは、原則と

して、セルの色が赤色に変わるようになっている。赤色のセルがある場合は、記入又は

選択内容を再確認した上で、必要に応じて修正する。 

省エネ対策が導入されているが、運用上で利用されていない場合、「△」の印を選択す

る。「△」の印の場合、評価対象とはならないが、機器仕様の把握を容易にすることで、

今後の運用対策や省エネ改修等の計画の立案に活用できることを目的としている。 

省エネ対策が導入又は実施されていない場合、空欄のままとする。 

なお、機器仕様が同一である場合は、１行にまとめて記入することが望ましい。ただ

し、同一の機器仕様の場合でも評価項目の取組状況の程度が異なる場合は、行を分けて

記入する。また、調書は、竣工図等の機器の台数の確認が可能な根拠書類に基づいて記

入されていることを確認する。 

調書の２重線右側部分の各欄は、エネルギー使用量に関わるもので、年間稼働時間及

び負荷率（変圧器にあっては損失率）、実測値のいずれかの数値を必ず記入する。 
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エネルギー使用量を年間稼働時間及び負荷率から推計する場合は、設備の特性及び認

定申請事業所の稼働状況等から妥当と考えられる数値とする。また、年間稼働時間及び

負荷率は、根拠書類がある場合は根拠書類を準備し、根拠書類が無い場合は、算出根拠

や考え方をまとめておくこととする。 

なお、年間稼働時間や負荷率は、以下の点等に注意する。 

・ インバータ機器の負荷率が 1.0 となっていないかどうか。 

・ 年間稼働時間が事業所の操業時間と著しく乖離していないかどうか。 

・ 定格で連続稼動する機械の負荷率が、1.0 未満となっていないかどうか。 等 

エネルギー使用量の実測をまとめて行っている場合、年間稼働時間及び負荷率（変圧

器にあっては損失率）から示されるエネルギー使用量の推計値により、まとまっている

実測値を機器ごとに案分する。また、原則として、認定申請事業所において全ての熱源

機器の熱製造量が実測されている場合、その熱の使用端側（空調機、熱利用設備）の使

用熱量の合計と、実測している熱製造量の合計が概ね一致するように、その熱の使用端

側（空調機、熱利用設備）の年間稼働時間及び負荷率を設定する。 

エネルギー使用量の実測値は、単位が指定されているため、排出量算定ガイドライン

及び別表２ 単位換算表を用いて指定の単位に換算する。 

なお、各調書において、電動機出力等により対象とする設備が指定されている場合で

あって、小容量で指定されていない設備を認定申請事業所で評価対象としたい場合は、

調書に含めてもよいものとする。 

各調書において、エネルギー使用量の採用値の欄に示される数値を、１（２）第１号

様式その３（エネルギー使用量総括表シート）で示した方法により適宜集計し、第１号

その３エネルギー使用量総括表に反映する。 

 

(２) 設備機器等に関するもの 

ア 第２号様式その１（蒸気ボイラー） 

予備機を含む全ての蒸気ボイラー（排熱ボイラーは除く。）の管理区分、設置年度、

機器記号、ボイラー容量及び台数を記入し、蒸気ボイラー種類は、「蒸気ボイラー」

又は「地域冷暖房受入」のいずれかを選択する。 

ボイラー容量は、定格の加熱能力とし、温度条件は設計条件又は JIS 基準による

ものとする。単位が指定されているため、排出量算定ガイドライン及び別表２ 単

位換算表を用いて指定の単位に換算する。 

地域冷暖房を受入れている場合、蒸気契約容量を記入する。地域冷暖房受入の場

合は、設置年度は空欄のままとする。 

蒸気ボイラー又は地域冷暖房受入が無い場合は、空欄のままとする。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は燃料消費量の実測値を記入

する。 
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イ 第２号様式その２（熱源機器） 

予備機を含む全ての冷温熱源機器（排熱ボイラーは除く。）の管理区分、設置年度、

機器記号、熱源容量及び台数を記入し、熱源機種は次表の判断基準により、該当す

るものを選択する。なお、コージェネレーション等に用いる排熱ボイラ、排ガス排

温水投入型吸収冷温水機（温熱源）及び給湯用の空気熱源ヒートポンプユニットは

評価対象に含めない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-61-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

熱源機種の判断基準 

熱源機種 判断基準 

水冷チリングユニット 水冷チリングユニット、水冷チラー、水冷スクリュー冷凍機、水熱源スクリューヒートポンプチ

ラー、ブラインチラー、水熱源ヒートポンプユニット（冷熱源）、ヒーティングタワーヒートポン

プ（冷熱源）等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機による水冷式冷凍機

又は冷暖房切替式の水熱源ヒートポンプで、冷水（ブラインを含む。）又は冷温水を製造

するもの。 

空冷チリングユニット 空冷チリングユニット、空冷チラー、空冷スクリュー冷凍機等、往復動圧縮機、スクリュー圧

縮機、スクロール圧縮機による空冷式冷凍機で冷水（ブラインを含む。）を製造するもの。 

空気熱源ヒートポン

プユニット 

空気熱源ヒートポンプユニット、空冷ヒートポンプ、空冷スクリューヒートポンプチラー、氷蓄

熱ユニット、水熱源ヒートポンプユニット（温熱源）、ヒーティングタワーヒートポンプ（温熱

源）等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機による空気熱源ヒートポンプ

で冷温水を製造するもの。 

熱回収ヒートポンプ

ユニット 

熱回収ヒートポンプユニット、熱回収チラー、冷温水同時取出型空冷ヒートポンプチラー

等、往復動圧縮機、スクリュー圧縮機、スクロール圧縮機によるヒートポンプ、又は遠心圧

縮機によるヒーティングタワーヒートポンプ（冷房、暖房及び熱回収運転が可能なもの。）

で、冷水と温水を同時に製造するもの。 

ターボ冷凍機 ターボ冷凍機、遠心冷凍機、インバータターボ冷凍機、小型ターボ冷凍機、蒸気タービン

駆動ターボ冷凍機等、遠心圧縮機による水冷式冷凍機で冷水を製造するもの。 

ブラインターボ冷凍

機 

ターボ冷凍機、遠心冷凍機、インバータターボ冷凍機、小型ターボ冷凍機、蒸気タービン

駆動ターボ冷凍機等、遠心圧縮機による水冷式冷凍機で冷水（ブラインの場合に限る。）

を製造するもの。 

熱回収ターボ冷凍機 熱回収ターボ冷凍機、ダブルバンドルターボ冷凍機等、ターボ冷凍機（温熱源）等、遠心

圧縮機による水熱源ヒートポンプで、冷水と温水を同時に製造するもの。 

蒸気吸収冷凍機 蒸気吸収冷凍機、蒸気二重効用吸収冷凍機、一重二重効用吸収冷凍機、排熱投入型蒸

気吸収冷凍機等、加熱源が蒸気の吸収冷凍機で冷水を製造するもの。 

温水吸収冷凍機 温水吸収冷凍機、低温水吸収冷凍機、温水単効用吸収冷凍機、排ガス排温水投入型吸

収冷温水機（冷熱源）等、加熱源が温水又は排ガスの吸収冷凍機で冷水を製造するも

の。 

直焚吸収冷温水機 直（ガス・油）焚吸収冷温水機、直焚二重効用吸収冷温水機、直焚三重効用吸収冷温水

機、ガス（油）冷温水発生機等、加熱源がガス又は油の吸収冷温水機で冷温水を切換又

は同時取出で製造するもの。 

排熱投入型直焚吸

収冷温水機 

排熱投入型直（ガス・油）焚吸収冷温水機、ジェネリンク、排熱投入型直焚二重効用吸収

冷温水機、排熱投入型ガス（油）冷温水発生機等、加熱源がコージェネレーション等の排

熱及びガス又は油の吸収冷温水機で冷温水を切換又は同時取出で製造するもの。 

小型吸収冷温水機

ユニット 

小型吸収冷温水機ユニット、小型吸収冷温水機、パネル型吸収冷温水機、冷却塔一体型

吸収冷温水機等、加熱源がガス又は油の冷凍能力が単体で 281ｋＷ（80RT)未満の吸収

冷温水機又は GHP チラーで冷温水を製造するもの。 

温水ボイラー 鋼製ボイラー、鋼製簡易ボイラー、小型貫流ボイラー、鋳鉄製ボイラー、鋳鉄製簡易ボイラ

ー、真空式温水発生機、無圧式温水発生機等、燃料の燃焼により温水を製造するもの。 

 

熱源容量は、定格の冷凍能力又は加熱能力とし、温度条件は設計条件又は JIS 基

準によるものとする。熱回収ヒートポンプユニット及び熱回収ターボ冷凍機は、熱

回収運転時の冷凍能力又は加熱能力、排熱投入型直焚吸収冷温水機は、排熱投入時

の冷凍能力とする。単位が指定されているため、排出量算定ガイドライン及び別表

２ 単位換算表を用いて指定の単位に換算する。 

地域冷暖房を受入れている場合、熱源機種は地域冷暖房受入を選択し、熱源容量
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の欄に記入する数値は、冷水契約容量、蒸気契約容量、温水契約容量又は冷水受入

熱交換器、温水受入熱交換器の交換熱量を記入する。地域冷暖房受入の場合は、設

置年度は空欄のままとする。 

熱源機器又は地域冷暖房受入が無い場合は、空欄のままとする。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、燃料・熱消費量又は電気消費量

の実測値を記入する。 

 

ウ 第２号様式その３（冷却塔） 

予備機を含む全ての冷却塔又は加熱塔の管理区分、機器記号、機器名称、冷却能

力又は加熱能力、電動機出力（凍結防止用ポンプを除く。）及び台数を記入し、白煙

防止形に該当する場合、「○」の印を選択する。 

冷凍機用の他、水熱源パッケージ形空調機用、エアコンプレッサーの冷却用、生

産プロセス設備の冷却用の冷却塔も含むものとする。 

開放式冷却塔の場合、電動機出力の散水ポンプの欄は空欄のままとする。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

エ 第２号様式その４（熱源ポンプ） 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての熱源ポンプの管理区分、機器記号、

機器名称、電動機出力及び台数を記入し、種別は、熱源 2 次ポンプ、熱源 1 次ポン

プ又は冷却水ポンプのいずれかに該当する場合、「○」の印を選択する。なお、種別

の中のいずれにも該当しない場合、種別の欄は空欄のままとする。 

熱源ポンプとは、冷却水ポンプ、冷水ポンプ、温水ポンプ、冷温水ポンプの他、

ブラインポンプ、放熱ポンプなど熱媒を循環するポンプ、ボイラー給水ポンプ、真

空ポンプ、還水ポンプなどとする。 

冷却水ポンプとは、冷凍機用、水熱源パッケージ形空調機用、エアコンプレッサ

ーの冷却用又は生産・プロセス設備の冷却用の冷却水ポンプとし、密閉式冷却塔の

散水ポンプは含まない。 

熱源１次ポンプとは、熱源機器用の補機及び熱交換器回りの冷水ポンプ、温水ポ

ンプ、冷温水ポンプの他、ブラインポンプ、放熱ポンプなど熱媒を循環するポンプ

とする。 

熱源２次ポンプとは、熱源群又は地域冷暖房受入施設から空調機などの二次側機

器に熱を搬送するための冷水ポンプ、温水ポンプ及び冷温水ポンプとし、同一系統

において熱源２次ポンプ以降にこれらのポンプがある場合も含めるものとする。発

電所（熱供給施設併設）の場合は、熱源機器の補機及び熱交換器回り以外のポンプ

で、熱供給施設から需要家に熱を搬送するためのポンプとする。 
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取組状況の程度の欄の比率によって取組状況の程度を判断する。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

オ 第２号様式その５（変圧器） 

変圧器容量 100kVA 以上の全ての変圧器（スコット変圧器を除く。）の管理区分、

設置年度、用途、定格容量及び台数を記入し、相及び電圧（１次側、２次側）は選

択肢の中から該当するものを、一次側電圧が 600V を超え、7000V 以下の場合、「○」

の印を選択する。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び損失率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

カ 第２号様式その６（エアコンプレッサー） 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上（可搬式のものを除く。）の全てのエアコンプ

レッサーの管理区分、設置年度、機器記号、機器名称、圧縮機電動機出力及び台数、

を記入する。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

キ 第２号様式その７（給水・排水処理設備） 

電動機出力 7.5kW 以上の全ての給水ポンプ、排水処理用ポンプ及び排水処理用ブ

ロワの管理区分、機器記号、機器名称、電動機出力及び台数を記入し、種別は、加

圧給水ポンプユニット、揚水ポンプ、排水処理用ポンプ又は排水処理用ブロワのい

ずれかに該当する場合、「○」の印を選択する。 

給水ポンプとは、上水、雑用水、中水、冷却塔補給水、加湿補給水、井水などを

対象とする。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

ク 第２号様式その８、９（パッケージ形空調機） 

予備機を含む 8HP 相当（定格冷房能力 22.4kW）以上の全ての空気熱源パッケー

ジ形空気調和機、ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機、水熱源パッケージ形空

気調和機の屋外機、熱源機又は室内機（圧縮機のあるものに限る。）の管理区分、機

器記号、機器名称、冷房能力、暖房能力及び台数を記入し、種別（空気熱源、水熱

源、電気式、ガスエンジンヒートポンプ式又は電算室用）、使用用途（一般空調用、

厨房用又は特殊空調用）に該当する場合、「○」の印を選択する。GHP＋EHP 一体
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型空調システムの場合は、種別の電気式、ガスエンジンヒートポンプ式の両方で「〇」

の印を選択する。なお、中温用など特殊条件のパッケージ形空気調和機又は直膨形

空気調和機の場合、電気式は空欄のままとする。 

電算室用パッケージ形空調機は、高顕熱(顕熱比（SHF）=0.9 以上)型の電気式冷房専用機

で、圧縮機がインバータ制御されているものとする。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

冷房能力、暖房能力は、屋外機又は熱源機の JIS 基準の温度条件による定格値を

記入する。 

なお、屋外機と室内機の能力等を分けることができない場合は、屋外機と室内機

を合計した数値で評価する。 

直膨形空気調和機は、パッケージ形空気調和機として取り扱うが、空調機の評価

項目に該当する場合、第２号様式その 10 空調機にも併記して評価できる。 

エネルギー使用量の推計値を用いる場合は、定格エネルギー消費量、年間稼働時

間及び負荷率を記入する。実測値を用いる場合は、種別がガスエンジンヒートポン

プ式のときは燃料・熱消費量、又はそれ以外のときは電気消費量の実測値を記入す

る。 

 

ケ 第２号様式その 10、その 11（空調機） 

予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全てのユニット形空気調和機、コンパクト

形空気調和機、システム形空気調和機及び全熱交換器の管理区分、機器記号、機器

名称、冷却能力、加熱能力、ファン電動機出力及び台数を記入し、使用用途（一般

空調用、厨房用又は特殊空調用）に該当する場合、「○」の印を選択する。なお、加

熱能力など該当しないものがある場合は空欄のままとする。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

ファン電動機出力は、空調機に複数のファンを組み込んでいる場合、それらの合

計の電動機出力とする。ただし、ファンによって取組状況が異なる場合は、行を分

けて記入する。 

エネルギー使用量の推計値を用いる場合は、年間稼働時間は冷房と暖房で、負荷

率は冷房、暖房、ファンで分けて記入する。実測値を用いる場合は、熱消費量及び

電気消費量の実測値を記入する。エネルギー使用量の実測値の熱の欄は、空調機の

冷却コイルで使用される冷水及び加熱コイルで使用される蒸気又は温水を熱量に換

算したものであり、熱量計等で計測される数値とする。 

 

コ 第２号様式その 12（空調・換気ファン） 

空調機に設置されているもの又は排煙機及び非常用発電機用の非常用ファンを除

く、予備機を含む電動機出力 7.5kW 以上の全ての建屋の空調・換気用ファンの管理
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区分、機器記号、機器名称、電動機出力及び台数を記入する。 

機器名称は、使用用途が分かるように、系統名又は対象室等を必ず記入する。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

サ 第２号様式その 13（照明器具） 

生産装置及び局所的に設置してあるものを除く、照明ランプの定格消費電力が 32W

以上の照明器具について、管理区分、器具番号、室名称等、ランプのワット数、１

台当たりの灯数、１台当たりの消費電力及び台数を記入する。 

１つの室の中に、照明器具の種類又はランプ種類が複数ある場合は、必ず室ごと

及び照明器具の種類ごとに行を分けて調書を作成する。 

照明器具の器具番号、室名称等は、根拠書類との整合性を確認できるように記入

する。 

エネルギー使用量は、年間点灯時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 

 

シ 第２号様式その 14（昇降機） 

全てのエレベーターの管理区分、号機名、電動機出力及び台数を記入し、エレベ

ーターが複数台設置してある箇所に該当する場合、「○」の印を選択する。なお、電

動機出力には、照明及び制御用電源は含めない。 

エネルギー使用量は、年間稼働時間及び負荷率、又は電気消費量の実測値を記入

する。 
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第３章 各評価項目の解説 

 

１ 各評価項目の解説の概要 

各評価項目の解説、取組状況の程度の判断基準は、次頁以降に示す通りで、原則とし

て、評価項目ごとに１から２頁で構成されている。 

評価分類、No、評価項目、評価内容、取組状況の程度・取組状況の評価点は、認定基

準と同一のものが記載してある。なお、評価分類の欄のカッコ内に掲げるものは、設備

の設置年度による緩和措置がある評価項目で、認定基準 別表第１の緩和措置等の欄に掲

げる条件を評価分類の下に記載してある。また、取組状況の程度・取組状況の評価点が

網掛けになっているものは、調書を作成することで自動的に評価結果が出る評価項目で、

評価書では直接選択できないようになっている。 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準は、各評価項目の対象範囲及び取組状

況の程度の判断基準などを示したもので、評価書及び調書の作成にあたって、最も重要

となる部分である。認定申請事業所での取組状況が認定基準に適合しているか、必ず確

認して評価する。なお、その評価項目を評価するために、調書の作成が必要な場合は調

書の種類を、基本情報にある数値を分母として割合で評価する場合は基本情報の No.をタ

イトル行内に記載してある。 

検証チェック項目は、検証の際に、登録検証機関が各評価項目の取組状況の程度を確

認するためのチェックリストで、これを満足していない場合、取組状況の程度を認めて

もらえなくなる可能性もある。根拠書類等は、検証の際に、確認する根拠書類の種類、

現地確認がある評価項目は現地確認が有ることを記載してある。なお、根拠書類の種類

が複数記載してあるが、検証の際に取組状況の程度をいずれかの書類で確認できれば、

全ての書類を準備する必要はない。 

評価項目の概要と特徴は、各評価項目のシステム、制御手法及び運用方法などを解説

したもので、各評価項目とＣＯ２削減との関連性についても解説している。 

 

 

２ 各評価項目の解説 

各評価項目の解説は、次頁以降に示す。なお、「及び」、「かつ」は、複数の項目の全て

を満たしている必要があるが、「又は」、「いずれか」、「あるいは」は、複数の項目の内で

ひとつでも満たしていればよい。また、「概ね」は、その数値の±10%までを誤差として

許容する。 

また、評価点が０点となる場合の記述は省略しているが、評価点が０点となる評価項

目も評価ツールでは、空欄のままとせずに、必ず評価点が０点となる選択肢を選択する。 

評価項目Ⅱ5j 追加評価事項については、認定申請事業所が実施している様々な対策が

対象となるため、解説は示さない。 
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Ⅱ．設備及び建物の性能に関する事項  ２．建築設備の省エネルギー性能 a．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

＋ ２a．３ 高効率空調機の導入 

評価内容 

高効率空調機が、空調機ファン総電動機出力に対して、どの程度の割合で導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋・・・＋Ｐ６×Ｋ６） 

ダブルプラグファン 係数 Ｋ１ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．６ 

点数 Ｐ１ ０ ― 

プラグファン 係数 Ｋ２ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．５４ 

点数 Ｐ２ ０ ― 

モータ直結形ファン 係数 Ｋ３ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．１６ 

点数 Ｐ３ ０ ― 

永久磁石(IPM)モータ 係数 Ｋ４ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．３ 

点数 Ｐ４ ０ ― 

プレミアム効率（IE3）モータ 係数 Ｋ５ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．２３ 

点数 Ｐ５ ０ ― 

高効率（IE2）モータ 係数 Ｋ６ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．１１ 

点数 Ｐ６ ０ ― 

楕円管熱交換器 係数 Ｋ７ 

取組状況 
空調機ファン総電動機出力に

対する割合 
採用無し 空調機無し 

０．１６ 

点数 Ｐ７ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 根拠 調書 その１０ 空調機その１ 

□（１） 空調機※１にダブルプラグファン、プラグファン、モータ直結形ファン※2、永久磁石（ＩＰＭ）モータ※３、プレミアム

効率（IE3）モータ※４、高効率（IE2）モータ※４又は楕円管熱交換器が導入されている場合は、調書 空調機

（第２号様式その１０）Ⅱ２a.３の該当する欄で「○」の印を選択すると、取組状況の程度及び評価点が自動計

算される。 

※１：空調機とは、ユニット形空気調和機、コンパクト形空気調和機、システム形空気調和機（レタンファン組込形、全熱交換器

組込形など、複数の機能・システムを組込んだ空調機）、全熱交換器及び単相電源以外のファンコイルユニットを対象と

する。 

※２：モータ直結形ファンとは、ベルト駆動ではないファンとする。

※３：永久磁石（ＩＰＭ）モータとは、回転子に永久磁石を内蔵したもので、専用インバータと組み合わせて用いる。

※４：国際規格 IEC60034-30 及び JIS C 4034-30 で規定されている効率クラスを満たすモータで、IE3 クラスを満たすものをプ

レミアム効率（IE3）モータ、IE2 クラスを満たすものが高効率（IE2）モータとする。
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検証チェック項目 根拠書類等 

□調書 空調機その１（第２号様式その１０）からサンプリングした高効率空調機

の取組状況を、根拠書類で確認できるか。

□同一機器のモータの評価が重複していないか。

□設備台帳

□機器完成図

□竣工図

□メーカー回答書（押印書類）

□その他（   ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機は、高効率化することで空気搬送エネルギーを削減することにより CO2 削減につながる。

ア ダブルプラグファン、プラグファン

エアフォイル（翼断面）ブレードにより、少ないエネルギーでの送風ができる。また、リミットロード特性により、モ

ータのオーバーロードがない。ダブルプラグファンは、プラグファンよりも高いファン効率が期待できる。 

イ モータ直結形ファン

ベルト駆動タイプのファンベルトのロスがない分、省エネルギーである。

ファンをモーターに直結しているため、メンテナンスが必要なファンベルトがない。

ウ 永久磁石(IPM)モータ

モータ回転子に永久磁石を用いることで 2 次銅損がない。ただし、専用インバータによる回転数制御が必要と

なる。 

エ プレミアム効率（IE3）モータ、高効率（IE2）モータ

高磁束密度鉄心の採用、電線充填量の高密度化により、標準モータに比べ損失が少ない。

オ 楕円管熱交換器

楕円管熱交換器は、楕円形状により空気流が表面にそってスムースに流れ、空気の剥離がなく空気抵抗が低

くなる。従来の丸管は、丸型形状のため空気流が上下に剥離し、空気抵抗が高くなる。

モータ直結

プラグファン

S 

S 

N N 

N 

S 

N 

S 
S 

S 

S 

N 

N 

N 永久磁石 

回転子 

固定子 

熱交換器 

従来の丸型形
状

楕円形状 

ダブルプラグファン

モータ直結

-170-



-171-



-172-



-173-



 

 -174-



 

 -175-



 

 

 

-176-



 

 -177-



 

 -178-



 

 

 

 

 

-179-



 

 

 

-180-



 

 -181-



 

 -182-



 

 

 

-183-



 

 -184-



 

 

 

-185-



 

 

 

-186-



 

 -187-



 

-188-



 

 -189-



 

 -190-



 

 

 

-191-



 

 -192-



 

 

  

-193-



 

 

 

-194-



 

 

 

-195-



 

 -196-



 

 

 

-197-



 

 

 

 
 

 

  
 

 

 
 

 

-198-



 

 -199-



 

 

  

-200-



 

 -201-



 

 

 

-202-



 

 

 

-203-



 

 -204-



 

 -205-



 

 -206-



 

 -207-



 

 

 

 

-208-



 

 -209-



 

 -210-



 

 -211-



 

 

 

-212-



 

 

 

-213-



 

 -214-



 

 

 

-215-



 

 

 

 

 

40 /h 

 

 

 

 

 

 

 

 
V K Q 
K:  
Q:  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
K  

K 20 30 40 

 
 

0.3 0.5m/sec 

 

20 /h 

 

( ) 
 

30 3/kWh 

 

 

 

 

 
 

 

-216-



 

 

 

-217-



 

 -218-



 

 -219-



 

 

 

-220-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-221-



 

 -222-



 

 -223-



 

 -224-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

-225-



 

 

 

-226-



 

 -227-



 

 -228-



 

 -229-



 

 -230-



 

 -231-



 

 -232-



 

 -233-



 

 -234-



 

 -235-



 

 -236-



 

 -237-



 

 

 

-238-



 

 

 

-239-



 

 

 

 

0 20 40 60 80 100 
0 

20 

40 

60 

80 

100 

 

20  
24  

28  

120 

110 

100 

90 

80 

;
 

 

 

2K 

 

1K 

  

2K 

 

1K 

 
 

 

-240-



 

 -241-



 

 -242-



 

 -243-



 

 -244-



 

 

 

-245-



 

 

  

  

3  

2  

1  

 

 

 

3  

2  

1  

 

1  
2  

3  2  3  2  

 

3  

2  

1  

  

 

3  

2  

1  

 

1  2  2  

 

 

COP 

COP  

2  

3  

0 50 100 
 

 COP  

-246-



 

 -247-



 

 -248-



 

 

 

-249-



 

 -250-



 

 -251-



 

 -252-



 

 -253-



 

 -254-



 

 -255-



 

 -256-



 

 -257-



 

 

 

-258-



 

 

 

-259-



 

 -260-



 

 -261-



 

 

 

 

 

-262-



 

 -263-



 

 -264-



 

 -265-



 

 -266-



 

 

 

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 
0 

2 

4 

6 

5 

10 

mm  

 

 

 

-267-



 

 -268-



 

 -269-



 

 -270-



 

 

 

         
         
         

          
        

        

        

         

        

 
 

[ s/cm] 
        

 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 

0.5 

0.8 

1.0 

1 450 s/cm 2 550 s/cm 3 1,600 s/cm 

h  

 

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 
0 

2 

4 

6 

5 

10 

mm 

 

 

 

-271-



 

 -272-



 

 -273-



 

 -274-



 

 -275-



 

 -276-



 

 -277-



 

 -278-



 

 -279-



 

 -280-



 

 -281-



 

 -282-



 

 -283-



 

 -284-



 

 -285-



-286-



 

 -287-



 

 -288-



 

 -289-



 

 -290-



 

 -291-



 

 -292-



 

 -293-



 

 -294-



 

 -295-



 

 -296-



 

 -297-



 

 -298-



 

 -299-



 

 -300-



 

 -301-



 

 -302-



 

 -303-



 

 -304-



 

 -305-



 

 -306-



 

 -307-



 

 -308-



 

 -309-



 

 -310-



 

 

 

-311-



 

 

 

-312-



 

 

 

-313-



 

 

 

-314-



 

 

 

-315-



 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

    

30 60  
 

 

  

 

-316-



 

 

 

-317-



 

 

 

-318-



 

 

 

-319-



 

 

 

-320-



 

 

 

-321-



 

 

 

-322-



 

 

 

-323-



 

 

 

-324-



 

 

 

-325-



 

 

 

-326-



 

 

 

-327-



 

 

 

-328-



 

 

 

-329-



 

 

 

-330-



 

 

 

-331-



 

 

 

-332-



 

 

 

-333-



 

 

 

-334-



 

 

 

-335-



 

 

 

-336-



 

 

 

-337-



 

 

 

-338-



 

 

 

-339-



 

 

 

-340-



 

 

 

-341-



 

 

 

-342-



 

 

 

-343-



 

 

 

-344-



 

 

 

-345-



 

 

 

-346-



 

 

 

-347-



 

 

 

-348-



 

 

 

-349-



 

 

 

-350-



 

 

 

 

-351-



 

 -352-



 

 

 

-353-



 

 

 

-354-



 

 

 

-355-



 

 

 

-356-



 

 

 

 

-357-



 

 

 

-358-



 

 

 

 

-359-



 

 

 

-360-



 

 

 

-361-



 

 

 

-362-



 

 

 

-363-



 

 

 

-364-



 

 

 

-365-



 

 

 

-366-



 

 -367-



 

 

 

-368-



 

 

 

-369-



 

 

 

-370-



 

 

 

-371-



 

 

 

-372-



 

 

 

-373-



 

 

 

-374-



 

 

 

-375-



 

 

 

-376-



 

 

 

-377-



 

 

 

-378-



 

 

 

-379-



 

 

 

-380-



 

 

 

-381-



 

 

 

 

-382-



 

 -383-



 

 

 

-384-



 

 

 

-385-



 

 

 

-386-



 

 

 

-387-



 

 

 

-388-



 

 

 

-389-



 

 

 

-390-



 

 

 

-391-



 

 

 

-392-



 

 

 

-393-



 

 

 

-394-



 

 

 

-395-



 

 

 

-396-



 

 

 

-397-



 

 

 

-398-



 

 

 

-399-



 

 

 

-400-



 

 

 

 

-401-



 

 

 

-402-



 

 

 

-403-



 

 

 

-404-



 

 

 

-405-



 

 

 

-406-



 

 

 

-407-



 

 

 

-408-



 

 

 

-409-



 

 

 

-410-



 

 

 

-411-



 

 

 

-412-



 

 

 

A A’ 

A-A’  

 

A A’ 

A-A’  

-413-



 

 

 

-414-



 

 

 

-415-



 

 

 

-416-



 

 

 

-417-



 

 

 

-418-



 

 

 

-419-



 

 

 

-420-



 

 

 

-421-



 

 

 

-422-



 

 

 

-423-



 

 

 

-424-



 

 

 

-425-



 

 

 

-426-



 

 

 

-427-



 

 

 

-428-



 

 

 

-429-



 

 

 

-430-



 

 

 

-431-



 

 -432-



 

 

 

-433-



 

 

 

-434-



 

 

 

 

-435-



 

 

 

-436-



 

 

 

-437-



 

 

 

-438-



 

 

 

-439-



 

 

 

-440-



 

 

 

-441-



 

 

 

-442-



 

 

 

-443-



 

 

 

-444-



 

 

 

-445-



 

 

 

-446-



 

 

 

-447-



 

 

 

-448-



 

 

 

-449-



 

 

 

-450-



 

 

 

-451-



 

 

 

-452-



 

 

 

-453-



 

 

 

-454-



 

 

 

-455-



 

 

 

-456-



 

 

 

-457-



 

 

 

-458-



 

 

 

-459-



 

 

 

-460-



 

 

 

-461-



 

 

 

-462-



 

 

 

-463-



 

 

 

-464-



 

 

 

-465-



 

 

 

 

-466-



 

 

 

-467-



 

 

 

-468-



 

 

 

-469-



 

 

 

-470-



 

 

 

 

-471-



 

 

 

-472-



 

 

 

-473-



 

 

 

-474-



 

 

 

-475-



 

 

 

-476-



 

 

 

-477-



 

 

 

-478-



 

 

 

-479-



 

 

 

-480-



 

 

 

-481-



 

 

 

-482-



 

 

 

-483-



 

 

 

-484-



 

 

 

-485-



 

 

 

-486-



 

 

 

 

-487-



 

 

 

-488-



 

 

 

-489-



 

 

 

-490-



 

 

 

-491-



 

 

 

-492-



 

 

 

-493-



 

 

 

-494-



 

 

 

-495-



 

 

 

-496-



 

 

 

-497-



 

 

 

-498-



 

 

 

-499-



 

 

 

-500-



 

 

 

-501-



 

 

 

-502-



 

 

 

-503-



 

 

 

-504-



 

 

 

 

 
 
 

-505-



 

 

 

 

-506-



 

 

 

-507-



 

 

 

-508-



-509-



 

 

 

-510-



 

 

 

 

-511-



 

 

 

-512-



 

 

 

-513-



 

 

 

-514-



 

 

 

-515-



 

 

 

-516-



 

 

 

-517-



 

 

 

 

-518-



 

 

 

2006  

-519-



 

 

 

-520-



 

 

 

-521-



-522-



-523-



 

 

 

-524-



 

 

 

-525-



 

 

 

-526-



-527-



 

 

 

2006  

-528-



 

 

 

-529-



-530-



 

 

 

-531-



 

 

 

-532-



-533-



-534-



優良特定地球温暖化対策事業所の認定ガイドライン（第二区分事業所） 

 

第４部 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 
 

第１章 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 

 

１ 公表の概要 
 

都は、認定申請事業所が、優良特定地球温暖化対策事業所に認定された場合、認定申

請事業所の事業所名称その他都が必要と認める事項を公表するものとする。 

 

２ 公表の時期 
 

都は、優良特定地球温暖化対策事業所の認定を行った後、速やかに、認定申請事業所

の名称等について公表する。その内容は、次のサイトに掲載していく。 

（都環境局のホームページ

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/cat8317.html） 

公表の期間は、事業所が優良特定地球温暖化対策事業所として認定されている期間中

とする。 

 

 

 

第２章 優良特定地球温暖化対策事業所の認定証の交付 

 

 

都は、認定申請事業所が、平成 28 年度以降に優良特定地球温暖化対策事業所に認定さ

れた場合、認定申請事業所に対して認定証を交付するものとする。また、平成 27 年度以

前に認定された優良特定地球温暖化対策事業所に対しては、申請に応じて、認定証を交

付するものとする。 
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